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特集　現代のアメリカ経済

［調査］　世界市場における寡占間競争と多国籍企業

　　　　　　　一自動車産業におけるケース・スタディー

6
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1多国籍企業と世界自動車産業

　第2次世界大戦後における資本主義世界経済の発展，

およびそれにともなう国際経済関係の緊密化の結果，資

本主義的巨大企業は一般的には多国籍企業の形態をとる

にいたった。ここでいう多国籍企業とは，たんに輸出比

率の高い企業ではなく，在外生産比率の高い企業（した

がって，在外資産比率も高く，在外利潤比率も高い企

業）で，しかもそのような在外生産を全世界のいくつか

の諸国で，あたかも1国内におけると同様に統一的に管

理・運営している企業である。すなわち，多国籍企業は

たんなる「国際的活動を行う国内指向的企業」ではなく，

「真の意味でグローバルな見通しをもち，その経営者は

市場開拓，生産および研究にかんする基本的決定を世界

中どこでも実行しうべき対象として打ち出す」1）ような

企業でなければならない。

　このような形態をとるに至った資本主義的巨大企業が，

多国籍企業（Multinational　Enterprise）とか世界企業

（World　Enterprise）とか新しい名称を冠せられるように

なったのは，けっして個々の資本主義四韻大企業の活動

がその時点になって初めて国際的となったり，ないしは

世界的になったことを意味するものではない。もともと

資本主義は誕生のその時から国際的であり，資本主義的

企業の営業活動が数ヵ国にまたがっていたり，事実上全

世界にすら及んでいた企業は昔から少なくなかった。多

国籍企業が第2次世界大戦以後，とくに1950年代後半

以後問題とされるようになったのは，資本主義的巨大企

業が資本主義的巨大企業以外のなにかに転換したからで

・はなく，資本主義的巨大企業がそれを取り巻く新しい国

際的経済環境＝世界市場において生きつづけ，拡大しつ

づけてゆくためには，新しい形態をとらねばならなくな

ったからにほかならない。

　とはいえ，実際には，多国籍企業は，企業成長の自然

的過程のたんなる結果としてではなく，資本主義的世界

1）　B麗5勿θ3sπzθ8ん，　April　20，1963．

市場における激烈な寡占間競争をつうじて生まれる。も

ちろん，資本主義的世界市揚は第2次世界大戦以前にも

存在したし，世界市場における寡占間競争も同じように

存在した。1950年代後半以降多国籍企業が成立するにい

たったのは（念のために付記すれば，ここで問題として

いるのは，多国籍企業の名に値するあれやこれやの個別

企業ではなく，資本主義的巨大企業の一般的存在形態と

しての多国籍企業である），資本主義旧世界市揚が第2

次世界大戦後の発展過程をつうじて大きく変化し，国際

経済関係が著しく緊密化したからにほかならなかった。

　戦後資本主義世界経済の発展，多国籍企業の誕生をも

たらした歴史的背景については，別の個所で述べている

のでここでは繰り返さない2）。ただ，1950年代後半と

は1958年におけるヨーロッパ共同市場（EC）の発足，ま

た同年末における西欧通貨の交換性回復など，戦後世界

経済史上の一大転換炉であったことを指摘するに止めよ

う。多国籍企業は，第2次世界大戦前の1930年代のよ

うなブロック主義花盛りの時期には，とても生まれるこ

とはできなかったろう。資本と商品の流通が大きく制限

されているような条件のもとでは，資本主義的巨大企業

は多国籍企業化することはできなかったし，またそうす

る必要性もなかった。かれらは，国家的庇護をつうじて

であれ，諸国資本間の国際カルテル協定をつうじてであ

れ，かれらに高利潤を保障する国内市揚と第3国市揚を

独占することができたからである。

　だが，第2次世界大戦後，資本主義世界経済は戦前の

ブロック化とは別の方向にむかって突き進んでいった。

アメリカ資本主義の圧倒的優位という条件下で，アメリ

カは他の資本主義諸国に自由化を押しつけた。しばしば

指摘されるように，自由化は「強者の論理」であり，自

由化はその時点におけるアメリカ資本主義の圧倒的優位

を，より強固かつ永続的なものにすべく，アメリカが資

本主義世界経済に押しつけたものにほかならなかったが，

それにもかかわらず，それは世界経済のその後の発展を

　　2）　佐藤定幸『多国籍企業の政治経済学』有斐閣，

　1984年，第1章を参照されたい。
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保障したばかりか，西ヨーロッパや日本の復活と発展を

もたらしたのだった。世界市場における寡占間競争も，

そのような条件下では戦前のそれとは様相を一変し，各

国巨大企業の多国籍企業化をつうじて展開されるように

なった。

　各国の対外直接投資の急増は，諸国独占体による世界

戦規再分割のための斗争過程そのものにほかならなかっ・

た。戦前とは異なって各国独占体が自ら他国へ進出する

かわりに他国資本の自国市揚べの進出を認めるという行

動様式を一般的にとるにいたったのは，それ以外には資

本主義的世界市場の全体的拡大はありえないからであっ

た。資本主義の生産力の現段階にとって，かつての閉鎖

主義，ブロック経済はすでに過去の遺物と化してしまっ

たからである。

　たんなる製品輸出ではなく，在外生産が重要な意味を

もつようになったのは，資本主義的世界市揚の統合化が

進み，そこでの資本と商品の国際的移動が著しく自由に

なったからにほかならないが，もちろん，その際，第．2

次世界大戦後における国際経済関係緊密化の基礎に，科

学技術の急発展があったことも強調されねばならない。

ジェット航空機，通信衛星による国際電信電話，コンピ

ュー ^ーの急発展など，科学技術の眼を見張るばかりの

急発展がなかったならば，国際経済関係の緊密化は恐ら

く著しく制限され，多国籍企業の誕生をみることもなか

ったかもしれない。全世界に散在する在外子会社を，あ

たかも一国内の全国各地に所在する工揚同様に集中管理

する・ことは，こうした科学技術の急発展なしには考えら

れないからである。

　本稿は，多国籍企業の成立と発展を世界市場における

寡占間競争の視点に立って，具体的ケースに世界自動車

産業を取り上げ検討したものである。もちろん個々の産

業のケースは必ずしも資本主義経済全体と同一ではない

し，また，多国籍企業とはそもそも資本主義的巨大企業

の現代における一般的存在形態である以上，個別産業に

ついての結論を直ちに一般化することには当然慎重でな

ければならない。だが，自動車産業が現代資本主義世界

経済で果している戦略的役割からみて，世界市場におけ

る寡占間競争の視点からの自動車産業の検討結：果は，多

国籍企業論の深化に大いに貢献するに違いない。

II統一的世界自動車市場の成立

Vo1．37　No．4

上の多くの国で自動車が生産されていたとはいえ，とて

も世界自動車産業の名に値するものは存在しなかった。

敗戦とともに漸く廃壇から立ち上ったばかりの日本の自’

動車産業を例にとれば，辛くも自動車生産を続けていた

だけにすぎなかった。1945年にはトラッグ，、同47年に

は乗用車について，それぞれGHΩの許可をえて生産再

開をみたものの，その製造台数は低水準に制限されてい

た3）。1949年になって漸くその生産制限も解除されたと

はいえ，日本の自動車産業が朝鮮戦争特需で息を吹き返

した時ですら，50年代初期の生産台数はトラックを中心

に年間4～5万台にとどまった。外国製自動車の輸入制

限に守られて辛くも生き延びることはできたとはいえ，

自動車の，とくに乗用車の輸出などとても考えられぬ状

況にあった。日本の自動車産業は，事実上世界市揚から

隔絶した存在でしがなかった。

　もちろん，．当時においてさえ，自動車生産を行ってい

た国は，日本以外にも少なからず存在した。しかしなが

ら，第1表が示しているように，1950年の時点で乗用車

生産を行っていた国は，ソ連やチェコスロヴァキアなど

第1表1950年の世界の乗用車生産
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1戦後世界自動車産業におけるビッゲ・スり一の

　圧倒的優位

第2次世界大戦が終ってからしばらくの陽　この地球

〔注〕　＊　0ユ％以下。

　　＊＊合計は“丸め”のため100．0％とはならない。

〔出所〕MV班A，胚。εoγ7θ配σ‘θFαoごε母窟g％γθ3，1951．

　3）　1945年9月，GHgはトラック月産1500台を
限度として製造許可を与えたので，トヨタ，日産，い

すずの3社が直ちに生産を再開した。乗用車生産が許

可されたのはそれよりかなり遅れて1947年6月で，
その際も1500cc以下の小型車300台／年，普通車（1500

cc以上）50台／年の生産制限が課されていた（『自動車：

産業ハンドブック』1985年版，日産自動車株式会社，
P．458）。
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社会主義国の2ヵ国を含めても，全世界で僅かに12ヵ

国にすぎなかった。アメリカの生産台数666万5863台

は，1950年の乗用車世界総生産高の81．5％を占めてい

たのにたいし，当時の世界第2の生産国イギリスのそれ

は52万2515台，6．4％にすぎなかった。ましてや，日本

のそれのごときは，2396台と文字通りコンマ以下の存在

でしがなかった。

　その後，西欧諸国や日本の自動車産業が蘇生した1960

年になると，乗用車世界総生産高に占めるアメリカの比

率は52％に低下する一方，他の諸国合計は48％にまで

上昇するにいた、つた。こうして，西ドイツ，フランス，

イタリアなど西欧諸国での自動車生産が増大するにつれ

て，これら諸国の自動車輸出も漸次増大するにいたり，

世界の自動車貿易もアメリカの独占物ではなくなった。

とはいえ，西欧諸国の自動車産業は，当時のアメリカ自

動車産業がアメリカ資本系自動車企業だけで構成されて

いたのとは大きく異なり，多数のアメリカ自動車企業の

在俗欧子会社を擁していた。すなわち，イギリスのBMC，

西ドイツのフォルクスワーゲン（VW），フランスのルノ

ーRenault，イタリアのワイアットFiatなどそれぞれ

の国を代表する民族系メーカーとならんで，GM，フォ

ード，クライスラーなどアメリカ・ビッグ・スリーの在

欧子会社（たとえば，イギリス・フォードのごときはそ

の設立は1911年にまで遡る）が存在し，しかもそれぞれ

の国内生産高のかなりの比率を占めていた。

　したがって，これら西欧諸国の自動車産業は，日本そ

の他のように国際市揚から完全に孤立していたわけでは

なかったが，それでも世界の自動車生産の圧倒的部分を

しめたアメリカ虫歯とは事実上殆ど無関係な存在でしが

なかった（もちろん，アメリカ市場と西欧諸国遣戸との

関係は絶無ではなかったが，自動車貿易はその台数にお

いても金額においても殆どとるに足らなかった）。戦前

期に設立された在西ヨーロッパ影面子会社も，その製品

を所在国ないしは周辺西欧諸国，ないしは開発途上国に

売りさばくことには熱心であってもづ本国アメリカへの

輸出にはそれほど関心を示さなかった4）。これら在西ヨ

ーロッパ米系自動車メーカー子会社のアメリカ本国向け

　4）　というよりは，在西欧子会社からの対米輸出は

親会社の意向によって禁止されていた。たとえば，フ

ォードがイギリス・フォードの対米輸出を容認したの

は，1948年になってからだった（Mira　Wilkins＆
Frank　Ernest　Hi11，．4勉〃’oα％B麗5勿θ∬．4う70α4’Foγ4

0”5初Co％醜爾5，　Wayne　University　Press，1964，　p．

365．岩崎玄訳『フォードの海外戦略』（下），小川出版，

1969年，P・455）。
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輸出が大きな意味をもってくるのは，1957～58年恐慌時

にフォルクスワーゲンの対米輸出が急増した際，それへ

の対抗策としてビッグ・スリーが在西ヨーロッパ子会社

からの製品輸入を急遽増大させてからのことだった。

　1950年代末，フォルクスワーゲンの対米大量輸出をみ

るまで，アメリカ自動車市場と西欧自動車市揚は戴然と．

分離されていた。それは前者が事実上大型車のみの市場

であり，後者も事実上小型車のみの市場であったからで

ある。アメリカの自動車産業はその国土の自然的条件に

規定されて，また，アメリカにおけるガソリンの相対的

低価格に支えられて，そしてさらには自動車メーカーの

意図的な大型車優先・小型車排除政策の結果，戦前すで

に久しい昔から大型車だけの市場であった。これにたい

して，上記のような条件を欠く西ヨーロッパでは，特殊

仕様の豪華車を別とすれば，最初から小型車市場であっ

た。したがって，これら諸国にある米系自動車メーカー

子会社も，それぞれの進出先では西ヨーロッパの条件に

かなった小型車を生産しており． Cアメリカ国内のような

大型車を生産していたわけではなかった。同じく自動車

を生産しているとはいえ，アメリカ本国の本社と在西欧

子会社の間では，研究開発上でも，生産体制上でも，両

者の間に緊密な相互補完関係が存在していたわけではな

かった。

　要するに，戦争直後の混乱期のあとの1950年代から

60年代初にかけては，日本など国際市揚から完全に孤立

していた諸国を別とすれば，世界の自動車産業はアメリ

カの大型車市場と西欧諸国の小型車市揚から成り立って

いた。しかも，世界自動車産業におけるアメリカのビッ

グ・スリーの優位は文字通り圧倒的なものがあった。ま

ず第1に，この時期までに，戦後誕生したメーカーを含

めて幾つかの中小メーカーが没落し，アメリカ国内市揚

は名実ともにビッグ・スリー支配体制下におかれていた。

20世紀初頭，アメリカには181社が自動車を生産・販売

していたし，1927年にも未だ44社が業界にとどまって

いたが，1939年以来の新規参入は僅かに2社にとどまっ

た5）。この2社も間もなく倒産し，1954年にスチュード

ベーヵ一StudebakerとパッカードPackard，ハドソン

HudsonとナッシュNash（American　Motors　Co．となる）

が合併したものの，スチュードベーヵ一・パッヵ＿ドが．

1963年12月アメリカ国内での自動車生産を中止した時，

　5）　Robert　F，　Lanzi110tti，‘‘The　Automobile　Indus－

tryノ’in　TゐθS〃zκ’麗7θqプノ望〃zβγガρα％1「”4z63’η，　edited

by　Walter　A，　Adams，　The　Fourth　Editio11，1971，　pp．

256－257．
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アメリカ自動車：産業にはGM，フォード，クライスラー

のビッグ・スリーのほかアメリカン・モーターズ1社し

か残っていなかった。アメリカン・モーターズ（AMC）の

シェアーは1960年の6．4％をピークに低下をつづけ，

67年にはついに3％台に落ち込んでいる。その生産台数

の僅かなこと，またその生産する車種が限られているこ

とから，アメリカン・モーターズは発足の当時からビ

ッグ・スリーに対抗する存在とは見なされなかった。ま

してや，同社が1980年9月，その株式の46，6％をフラ
ヘ

ンスのルノーに譲渡し，実質的にはフランス資本の傘下

に移ってからあとは，アメリカの“民族系”自動車メー

カーはビッグ・スリーだけになってしまった。

　第2に，アメリカのビッグ・スリーは，アメリカ国内

市揚のみならず，西ヨーロッパ諸国にも在外子会社を擁

することによってこれら諸国市場でも絶大な支配力をも

っていた。ビッグ・スリーは，世界で最も広大で，かつ

高利潤率が保障されるアメリカ国内大型車市揚を独占す

ると同時に，西ヨーロッパの小型車市揚でも一定のシェ

アーを確保していた。アメリカのビッグ・スリーからみ

れば，大型車市場と小型車市揚との間には事実上なんら

の代替的関係もなく，西欧諸国の小型車専門メーカーが

どんなに成長したとしても，それがアメリカ国内の大型

車市場に脅威を与えることはありえなかった。ましてや，

西ヨーロッパ諸国には，ビッグ・スリーの在外子会社が

存在する以上，小型車市場が発展すれば，それはそれで

かれらの利益に貢献するものと見なされていた。

　2　大型車市場の縮小と小型車市場の拡大

　大型車市揚と小型車高揚との間に万里の長城のごとく

存在したかにみえた障壁が，やがていくつかの契機をつ

うじて除去されるに至った時，アメリカのビッグ・スリ

ーの世界自動車産業支配は急速に崩壊の一途をたどる運

命にあった。大型車市場と小型車市場との間の障壁がビ

ッグ・スリーが植えていた程高くも堅固でもないことを

示唆した最初の出来事は，1957～58年恐慌における西欧

諸国産小型車，なかんずくフォルクスワーゲンの輸入の

急増であった。

　前述のように，当時のアメリカ市揚は事実上世界の他

の市場から隔離されており，外国車の輸入はロールス・

ロイスなどの豪華車ないしスポーツ・カーが殆どで，そ

の数量もアメリカ市政の大きさにくらべれば殆ど取るに

足らなかった。しかし，1950年代なかばごろになると，

西欧諸国産小型車はその性能とデザインを武器にアメリ

カ市揚である程度のシェアーを獲得するに至った。とく

にアメリカでのセカンド・カー，サード・カー需要の増
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第2表アメリカの小型車網入
，

総　　計
フォルクス

潤[ゲン
目引車

輸入総計に
閧ﾟる日本
ﾔの比率（％）
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7
8
9
0
1
2
3
4
5
6
7
8
9
0
1
2
3
4
5
6
7
8
9

5
5
5
6
6
6
6
6
6
6
6
6
6
7
7
7
7
7
7
7
7
7
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609，000　　　　376，000　　　　　　　38，000

729，000　　　　409，000　　　　　　　69，000

960，000　　　　518，000　　　　　　112，000

1044000　　　　499000　　　　　　190000
　　　　　　，　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　，，　　　　　，

1，261，000　　　　570，000　　　　　　313，000

1，541，000　　　　　523，000　　　　　　552，0GO

1，592，000　　　　485，000　　　　　　615，000

1，753，000　　　　476，000　　　　　　742，000

1，409，000　　　　335，000　　　　　　597，000

1，580，000　　　　267，000　　　　　　817，000

1，499，000　　　　203，000　　　　　　937，000

2，069，000　　　　　261，000　　　　　1，388，000

1，977，000　　　　217，000＊　　　　1，336，000
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〔注〕　＊アメリカ国内での生産分を含まず。

〔出所〕4鵬08ゼ‘％醐侃’1980，Subcommittee　on　Tτade　of

　　　the　Committee　on　Ways　and　Means，　U．　S．　House　of

　　　ReP「esentatives，　June　1980，　p．29。

大とともに西ヨーロッパ産小型車の輸入は増加傾向を示

していたが，1957～58年恐慌はアメリカー般消費者の，

より低価格で，より燃費効率のよい小型車にたいする選

好を強めその輸入は爆発的な増加をみるに至った。アメ

リカの乗用車（新車）輪軸台数は，1956年までは10万台

に満たなかったが，57年には20万7000台，58年には

37万8000台，そして59年には60万9000台に急増して

いった（第2表参照）。

　こうした西ヨーロッパ産小型車の対米輸出の先頭を切

ったのが西ドイツのフォルクスワーゲンで，同車の対米

輸出は1956年目5万台から57年の6万4000台，58年

の7万8000台をへて，ついに59年には12万台と10万

台の大台に乗せるに至った。フォルクスワーゲンの対米

進出の目ざましさは，アメリカの外国産小型車輸入が

1957～58年恐慌終了後漸減したにもかかわらず，同社

だけはその後も増加をつづけた事実に最もよく示されて

いた。ともあれ，アメリカ国内市島における外国輸入車

の比重は1950年の0．4％から58年には7．9％に飛躍的

σ

」

●
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第1図　米国輸入乗用車登録推移

ε＝コはBig3系

σ

●

％
3
0

1958

VW
78588

ルアニ
48，148

盗ワ　｛

1晶讐

32β61
ワイアット

21，．156

ルーツ
1897〔1

十タズ　ル

r施．ノ

シτカ
ユ7，2塾1

鶴誌

面L

1959

VW
119β99

ルノー
90，536

BMC
53，6〔〕4

20

10

智1L
ム
｛

その他

合　　計

総登録

輸入車％

嚢フー1

隻ど圭B

オ＼ル
婦聲〔｝

ワイアット

38，1旦9

ノムカ

主≧11
．ルーツ

27越重
罰アー天

．．メb紛

へ／ツ
13，739

1960 1961 1962 1963 1964 1965 1966
一　　一

@1967 1968

VW VW VW VW vw VW VW VW VW
161，647 177，3〔〕8 192，570 240，143 307，173 383，978 42〔〕，〔｝18 446，060 208，942　　　　屠

一　． ｝　　　一　一 一泣mー ルノー ルノー
　．　一　一aMC BMC BMC BMC オヘル オヘル

61，522 44」22 29，763 3〔｝，725 33，401 31β36 31，809
遣〕186　一　‘　一　　一　一 3工ζ）2至｝

二＿ ＝　　「　　　　　一幽　．一 一　　一
@　｝　　㎝　r

一＿＿＿＿．．

aMC BMC BMC ルノー トラィアンフ トライアンフ オへ痔 日　産 トヨタ

44，507 26，440 21，962 22，621 21，214 2〔｝，347 33，908 19β40
一　　『　　『　　一　　．　　『

；一 一一r占．＝．一

側ヘル xンツ
　　　．　一宴宴Cアンフ gライアンフ 泣mー

　　　一{ルボ ボルボ ポルポ’ BLMC
よ　2岱 12，903 15，967 2〔1，117 18，432 18，115 25，126

33，189　　．　一　一

16，216

一 一
一　一　n　m　．　　　　．　一　　 一〒　　．一＝＿一　．． 隔　　　　　　　　　幽

一ノフォト {ルボ’
　　　一　　　　　　　　　　．

{ルボ ボルボ ボルボ オヘル 日　戸1 トヨタ ボルボ

君166 ユ2，787 」塑57 14，175 17，326 1費班b
21，726　凶　　一　　　　・

32，996
13，637　　　一

　　　禦一
純Cアット

Q0，289

「．．．一　．　　一．一

純Cアット

P1，839
ベンツ
撃戟C075

一＿一　　　　．ユ

xンツ
撃k〔14〔｝

＿　　　　　　　引ﾘ 日　産P3，201 一．＿＿．＿．． 鼡�＜

gライアンフ

P7，184

BMC
R2，725　　．　　　　　　　　　一

冝@産
P1，952

一
＝一一

♂ムカ
⊇一．　　＝．一一

gラィアンフ 　　　一純Cアット
一　　一　一　　　一　　　　　　．　」

純Cアット 　　一一一 w
〆
オ
カ xンツ ベンツ xンツ

ユ6跳1 ll，683 9，762 10，805 1L738 珍桝　　　．　　・ 16，125　　　一 19β56 8，799

wノツ
＝＝一．一一

求[ツ 求[ツ 求[ツ 　一不mムカ
　　一　　　　　　　　　　一

xンツ
一’　」一　　一　　　　　一

gヨタ 泣mー ワイアット

14，435 11，211 6，969 5，572 ｝6Ω6 12，114 15，814 19，156 8，362

求[ツ
リウ1． 　．．＝＝＝＝

@「，　、　『

tンヨー ジャガー 純Cアット
罰」一「一而

泣mー
　　　　’
mムカ ｨ酬ド 帝＿　一ｭ隔　ト

11，591 寂f〔｝ 4，926 4，582 8，988 11，431 1♂鵡
1紐しレ　　　　」 b酬｝　二一

一　　　　　一
ﾃトク／　レ

＝　　　　　　　　　　　圃

pロホリタン Wャガー
－　．　　一　一　　　一　．　　一　一

@　　　一Tーブ 求[ツ
．膚一．｛幽．盟＝

純Cアット 一ルノー 讐占
tィア、小 ルノー一

1〔廊よ8L 8．6后7 4，680 4，II7 7，467 8，194 11500 15，030 7，137

24．66

32．78
　　　31．88

28．33

コンパクトカー・シェアー

19．84

　　　　　の　　！の10．14＼●

／’　　　　＼．

13，48

　　　　　米国輸入乗爪車シェアー
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　9．36
、’一・一・・∠、＿．＿L．＿＿一・一・一・一’一．一’

　，一・一●一・’

6．68

291，181

87β36

378，517

4，654世515

8，13

48
O一
126，260

609，539

6，04L275

10．17

390，134

108，651

498，785

6，576，650

7．58

325，610

53，012

378，622

5，854，747

6．47

310β31

28β29

339，160

6，938，863

4．89

363，897

21，723

385，624

7，556，717

5．10

449，422

34，7｛〕9

484，131

8，〔｝65，150

6．00

527，926

41，489

569，415

9，313，912

6，11

603，453

54，670

658，123

9，0〔〕8，488

7，31

698，598

68，394

766，992

8，2671129

9，28

333，565

18，808

352，373

3，584，ll〔，

9．83

● 〔付記〕資料が異なるので，他の統計表の数字とは一致しない。

〔出所〕『トヨタ広報資料一1．Big－3研究』トヨタ自動車販売株式会社販売拡張部広報課，1968年，　p．35・

に増大するに及んで，アメリカ市場における小型車市場

はビッグ・スリーにとっても無視できぬ存在となった。

　外国からの輸入車の急増にもかかわらず，この時点で

はまだ外国産小型車はアメリカ国内市場に強固な橋頭壁

を築くことに成功したとは云い難かった。というのは，

この時期の輸入外国車のかなりの部分が実は日系メーカ

ーの在西欧子会社の製品であり，それらは厳密な意味で

は外国車ではなかったからである。第1図が示している

ように，1959年の時点で，アメリカの輸入車は合計60

万9539台に達し，総登録数の10．17％のピークに到達し

たが，これら外国産輸入車上位10社をとってみると，

イギリス・フォードが第4位，西ドイツのオペルOpel

（GM系）が第5位，フランスのシムカSimca（クライス

ラー系）が第7位，イギリスのボグゾールVauxhall（GM

系）が第9位を占めており，これら4社の合計13万9527

台は上位10社合計48万3279台の28．9課目占めていた。

もとよりこの時期にビッグ・スリーが自発的に西ヨーロ

ッパ産小型車の輸入を増大させたわけではなく，それは

フォノレクスワーゲンを先頭とする西ヨーロッパ産小型車

の輸入増加にたいする市揚防衛策として行われたのだっ

た。小型車市揚がビッグ・スリーの希望に反してアメリ

カ国内に創出された以上，これを西欧諸国の民族系小型

車メーカーの独占的市場にしておくことは望ましいこと

ではなかったので，ビッグ・スリーは自らも小型車生産
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に乗り出すことを決意した。しかし，ビッグ・スリーが

アメリカ国内で小型車生産を開始するまでにはまだ若干

の時間的遅れが予想されたので，かれらはその在欧子会

社産の小型車を急遽増産し，それをアメリカに輸入した

のだった6）。

　その時点で外国小型車がアメリカ国内市場に強固な足

回を築く．までには至らなかったことは，57～58年恐慌が

終了し景気が回復するに伴い，自動車需要が全体として

増大するなかで輸入車のシェアーは逆に急速に低下して

いった事実によっても明らかだろう。すなわち，1959年

には60万9000台に達した外国輸入車は景気回復ととも

に減少し，1962年にはついに33万9000台へと，ほぼ半

減するに至った。そして，同年における外国輸入車のア

メリカ市場でのシェアーも，58年の7．9％から5．0％へ

と大巾に低下した。アメリカのビッグ・スリーの目から

みれば，輸入外国車は不況時に低所得層ないし失業者が

飛びつく廉価品市場にすぎぬか，ないしは，つむじ曲り

のインテリ達の西ヨーロッパ製品嗜好の結果にすぎぬか

のように見えた。大型車にくらべて小型車の利益が薄い

　6）　アメリカ自動車産業の在西欧子会社がアメリカ

の輸入車対策の上で果した役割について，日本の自動

車メーカーはつぎのように見ていた。「米国の輸入車

対策としての子会社の役割の1つは，米国に対する輸

入車が増加した時，子会社よりの輸入を増加させ，他

国の民族系メーカーの輸入比率を抑制することにある。

さらにそうした輸入車への嗜好がつよくなりそれが市

揚の1割以上になる口合（又は可能性のある場合）には，

それに見合うべき車種の開発生産を行い発売するまで

のつなぎの役目をはたす。、ゆえに新車種が発売になっ

た時にはBig　3系輸入車はゼロになり，新車種にバト

ンタッチする。これを立証したのが1959年のコンパ
クト・カーの例で，1960．年前半のコンパクトカー時代

の地ならし的役割をはたした」（『トヨタ広報資料一1．

Big－3研究』トヨタ自販販売拡張部広報課，1968年）。

同書が指摘しているように，アメリカの輸入車のなか

で，1960年には，オペル（西ドイツ・GM系）が第4位，

イギリス・フォードが第5位・シヘカ（フランス，ク

ライスラー系）が第7位，ボグゾール（イギリスぞGM

系）が第10位を占めていたが，翌1961年には僅かに

イギリス・フォードが第9位に頭を出レているに過ぎ

ず，さらに62年，63年には全く姿を消している。こ
の事実はたしかに，アメリカ本国における小型車生産

までのつなぎとして，；在西ヨーロッパ子会社産自動車

の輸入が行われていたことを物語ρているかにみえる。

とはいえ，64年には再びオペル（第6位），シムカ（第

8位）が現れ，1968年にはオペルが第2位，イギリス・

フォードが第9位となっていることからみて，ビッ
グ・スリーの上記のような輸入車対策は失敗したとい
わねばならない。
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以上，小型車市場はやはりビッグ・スリーが真剣に取り

組まねばならぬ対象とは思えなかった7）。

　3西欧・日本との競争に直面したビッゲ・スり一

　アメリカだけが大型車を生産し，西ヨーロッパと日本

など他の諸国は小型車のみを生産するという分業関係が

存在していた限りでは，アメリカの自動車産業は実際上

外国からの競争とは無縁であった。アメリカ国内市場が．

大型車市揚である以上，西欧諸国や日本の自動車産業に

とってそれは「立入禁止地域」にも等しかった。逆にア

メリカ自動車メーカーの立揚からすれば，たとえば日本

製オートバイの輸入がどんなにふえても何らの痛痒を感

ぜずにすんだように，外国産小型車の輸入増大に脅威を

感ずる必要はなかった。

　だが，1960年代なかばになると，大型車二等と小型車

亭亭とを分け隔てる障壁は，とても「水も洩らさぬ鉄

壁」とは程遠いことが徐々に明らかとなった。つまり，

大型車と小型車との間には限られた形ではあるが，やは

り一定の相互代替関係’が存在することが明らかになった。

アメリカの外国小型車の輸入は，1962年に33万9000台

と底をついたあと徐々に盛り返し，69年にはついに100

万台の大台を突破して104万4000台に達した事実がそ

れを雄弁に物語っていた。もちろん，このような外国産

小型車輸入の増大は，西ヨーロッパ自動車メーカーのた

ゆまざる販売促進努力の賜であり，けっして自ずと需要

が回復したわけではない。とはいえ，従来アメリカ自動

車市揚が事実上大型車だけの市場であったのは，アメリ

カの消費者がすべて大型車志向で小型車嫌いであったか

らではなく，主としてはアメリカの自動車メーカーが

　7）　大型車が小型車に比して利幅が大きいことはい

うまでもない。このことがビッグ・スリー．をして最後

の最後まで大型車生産に執着させた根本原因だが，大

型車と小型車の利幅の比較について，アメリカ議会報

告書はつぎのように述べている。「たとえば，フルサ

イズ・カーの粗利潤（variable　m訂gin）はほぼ2000ド

ルないし2500ドル（1979年ドル）だったが，サブ・コ

ンパクト・カーのそれはほぼ700ドノレないし1000ド
ルである。市揚条件の変化した今日では，スタンダー

ド・サイズ・カーの粗利潤は恐らく1500ドルないし

2200ドル（豪華車を除く）だろうし，サブ・コンパク

ト・カーのそれは900ドルないし1400ドルだろう」
（Tゐθσ．∫．．4初。辮。うガ1θ1η伽5のノ，1980，Report　to　the

弄）resident　from　the　Secretary　of　Transportation，

January　1981，　P．69）。ここでいう粗利潤とは，工場

渡し自動車価格マイナス〔自動車生産に要した直接労

務費および原材料費〕で，利潤とは同一ではない。だ

が，大型車と小型車の利潤の此較は，この数字から推

定可能だろう。
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大型車だけしかアメリカの消費者に与えなかったからに

すぎない。かなりの比率のアメリカ消費者がいったん外

国産小型車に触れてしまった以上，西欧諸国や日本で産

出された小型車の高品質，高燃費効率，低価格はこれら

の外国メーカーの熱心な販売促進努力と相まって，アメ

リカ市揚のなかにかなり大きな小型車市場を創出するこ

，とになった。．小型車の高品質，高燃費効率，低価格でア

メリカの消費者を吸引したという点で日本製小型車の果

した役割は絶大といわねばならない。日本製小型車の輸

入は，1958年には僅かに320台に過ぎず筆海総計に占め

る比率も0．08％にとどまったが，それから10年後の

1968年には11万2000台，11．7％に増加している。さら

に，それから10年後の1978年には133万6000台にふえ，

輸入車総計に占める比率も67．6％にまで上昇している。

　とはいえ，アメリカ自動車市揚の根底をゆるがし，大

型車だけの市部として存在をつづけることを決定的に不

可能にしたのは，1973年の石油危機の到来，ガソリン価

格の急騰にほかならなかった。もしもそれらがなかった

ならば，たとえ小型車二号がどれ程大きかろうども，ア

メリカ細事で大型車市場を圧倒するまでには至らなかっ．

たろう（実際には，1978年になって初めて，アメリカ市

場における小型車と大型車の比率は逆転し，55．6％対

44．4％となっている）。1973年の石油危機の到来，その結

果生まれ，た1975年エネルギー政策・保存法（同法は1985

モデル年度までにガロン当り平均走行距離を275マイ

ルにまで引上げることを自動車メーカーに要求してい

た）によって，アメリカ大型車市場はその存立の基礎を

最終的に奪われたといってよい。なにしろ，1ガロン

275マイルといえば，1975年度車の約2倍にあたり，

それ，だけの燃費効率向上のためには，全車種の小型化

（downsizing）が不可欠だったからである。

　1960年代打，ビッグ・スリー各社はともに高馬力車

の販売競争に熱中していたが，これら高馬力車の殆どが

400馬力以上の出力をもち，排気量：400立方インチ以上

のエンジンを搭載していた。これら高馬力車の平均走行

距離はガロン当り10マイル弱（フリーウェイ上では平均

13マイノレ）で，当時の輸入車の平均走行距離40マイル

以上を大きく下回っていたばかりか，85年度目標の27．5

マイルからも大きく距っていた8）。

　　8）　Subcommittee　on　Tr翫de　of　the　Comm量ttee　on

　Ways　and　Means，　U．　S．　House　of　Representatives，

　∠4z6’o∫ゴ彦z厩あ。η’1980，1980，　pp．12－13．

　　1960年代なかばになって，高馬力エンジンにかん
　する世論の批判が高まってからも，アメリカ産大型車
　のエンジン・サイズは依然巨大だった。「1975年（石
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　そもそも大型車優位のアメリカ市場は，1バレル＝2

ドル前後という第2次世界大戦後から73年の石油危機

直前までつついた低石油価格，その結果としての低ガソ

リン価格（1ガロン＝30セント台）を大前提としていた。

ガソリン価格がそのような低水準にある限り，乗り物と

しての大型車の小型車にたいする優位は歴然だった。だ

が，石油危機とともにガソリン価格が急騰し，1979年末

にはついに1ドルをも上回るような状況になると，大型

車の小型車にたいする優位は急速に消滅したばかりか，

むしろその非経済性が目立ち，消費者から敬遠すらされ

るようになった。アメリカの消費者は，かつてのように

不況時の節約のためや，セカンド・カーないしサード・

カーとしてでなく，ファースト・カーとして小型車．を要

求するようになった。大型車はいまやGas　Guzzler（ガソ

リンがぶ呑み車）という有難くないニックネームを与え

られるに至った。

　だが，アメリカの自動車メ」カーは，このような石油

危機とその結果としてのガソリン価格高騰を一過性のも

のと見過ったか，ないしは消費者の大型車選好を過大に

評価したか，小型車需要の急増を予測できなかったばか

りか9），小型車増産のための生産体制の整備すら怠った

のだった。もちろん，一切の責任をビッグ・スリーの怠

慢に帰するわけにはゆかない。当時のビッグ・スリーは，

急遽小型車増産体制に移行できるだけの技術的条件を欠

いていたばかりか（ビッグ・スリーが小型車生産用に製

造設備を全面的に改修するため1ヒは3～4年のリードタ

イムが必要だったろう），そのための資金的裏付けも必

ずしも充分ではなかったからである。GMはともかくと

して，ビッグ・スリーのうち最も経営基盤が弱かったク

ライスラーは，高利潤率を保障する大型車生産重視政策

　油禁輸の1年後）でも，あるアメリカ国産自動車は排

　気量500立方インチのエンジンを搭載していた。同年

　に販売された自動車の35％以上が，排気量350立方
　インチのエンジンを搭載していた。この事実を当時の

　状況においてみるには1976年には輸入車の99％以上

　が280立方インチ以下のエンジンを搭載していたこと
　が指摘さるべきである」（同上）。

　　9）　1962年に，外国輸入車：の比率が4・1％にまで低

　下したとたん，フォードは同年，より小型な車の開
　発・生産計画を最後の最後になって放棄してしまった。

　「同社は，明らかに，消費者の嗜好は変化しつつある

　と，そして，外国車の脅威は過ぎ去ったと推定した。

　この予測は間違っていた」（Lawrence　J・White，“The

　Automobile　Industry，”in　Tゐθ∫〃％o吻7θ（ゾ14旧刊α％

　1％伽5〃ッ，edited　by　Walter　Adams，　The　Sixth　Edition，

　1982，p．160．金田重喜監訳『アメリカの産業構造』（第

　6版），1984年，P・191）。
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を改めることができず，小型車生産体制への移行をなお

．ざりにせざるをえなかった。GMとフォードがあらゆる

車種のdownsizingと設計変更redesignを進めていった

のに，クライスラーはそれについてゆけなかった。その

立ち遅れは，とくに高級車（インターミディエイト，ラ

グジャリー・インターミディエイト，スタンダード）に

おいて著：しかった。

　アメリカ下院歳入委員会貿易小委員会（C・A・ヴァニ

ク委員長）の報告書，「自動車情勢：1980年」は，なにが

外国産小型車の輸入増大をもたらしたかについて，つぎ

のような結論を下している。「1973～74年の石油危機と

ガソリン価格急騰とが一時的にアメリカ消費者の志向を

変え，1975年のエネルギー政策・保存法（EPCA）の通過

をもたらしはしたものの，消費者の志向を恒久的に変え

させるためには，1979年のガソリン価格引上げが必要だ

った。大型で非効率的なセダンは事実上葬り去られ，新

しい燃費効率のよい車が1980年代の車として生れたの

だった。実際のところ，アメリカ自動車産業が（1979年

になっても）そんな車はとても売れないといっていた車

が，自動車産業の生産能力よりもずっと早く売れたの．だ

った。アメリカ自動車産業がこの需要を満たしえない以

上，アメリカの消費者は輸入に頼らざるをえなかったの

である」10）。

　石油危機の到来とともに，大型車市場と小型車市揚を

隔てる障壁は解消せざるをえなかった。より正確に云え

ば，大型車市場は徐々に縮小する一方，かつては大型車

市場のたんなるっけ足しとしてしか存在を認められなか

った小型車市場が急速に拡大していったのである。しか

も，この急速に拡大した小型車市場を埋めたのは，アメ

リカのビッグ・スリーではなく，日本と西欧諸国のメー

カーたちであった。downs量zingをつうじて大型車市場

が小型車品品に埋没してゆく過程をつうじて，世界の自

動車産業は初めて統一的世界市揚をもつことになったの

である。

　ダニエル・T・ジ目一ンズは，このような統一的世界

自動車市場の成立をglobalization（地球化）としてとらえ，

つぎのように指摘している。「1970年代におけるアメリ

カの消費者嗜好の急変にともない，主要な世界市揚は過

去数十年間で初めて同一の自動車を購入しつつある。こ

の購買習慣の収敏は，市場が完全に開放された時ヨーロ

ッパで見られた統合化パターンにしたがって，自動車生

産を世界的に統合化する新しい機会をもたらしている。

Vo1．37　No．4

10）　Ojρ．6ゴ’．，　pp．12－13．

このglobalizationがもたらした機会をどこの会社が望

むか，そのかれ、らの能力こそが，1980年代なかばおよび

80年代末の世界の自動車寡占のなかで誰が生き残れる

かをきめる最大の決定要因となるだろう」11）。統一的世

界市揚の成立こそ，世界自動車産業史上最大の地殻変動

的大事件といわねばならない12）。

11）　Daniel　T．　Jones，　Mα’麗γづ砂α雇Cγお’5勿　∫んθ

E％7ψβαηCα”π伽s砂’S〃彿伽γαJC肱η8θ㈱4Pπδ」づo

Po1勿，　University　of　Sussex，1981，　p．9．世界の主要市

場が同一の自動車を生産するに至ったことを示すもの

としてジョーンズはつぎの表をかかげている。

　　　　　　市場セグメント別販売量：

超小型車

小型車
軽／サブ・

　　コンパクト
中／大／コンパクト

アメリカ。インタ
　ーミァィエート
アメリカ・標準’

　ア　メ　リ　カ
1960　　70　　78　　85

一　　1　　1

7　10　24

24　21　25

－　　24　26

69　44　24

F
∂
1
0
5
Q
1

　
4
っ
0
1

　西ヨーロッパ
1960　　70　　78　　85

10　　7　　5　　6

29　　21　　24　　23

30　　28　　23　　23

31　　44　　48　　48

12）　小型車優位の統一的世界市揚の成立にたいする

否定的見解がないわけではない。たとえば，中村静治

氏はアメリカにおけるダウンサイズがあくまでも大型

車のダウンサイズに止まっていることを強調したうえ

で，つぎのように述べている。「これらダウンサイズさ

れた大型車が石油価格編ガソリン価格の低位安定が見

透される事態になって，なお西欧，日本製の小型車に

市揚を明渡しつづける一小型車基調の世界的統一市

場へと収略する一との主張は，①大型車の売行きが
クライスラーを『倒産』させるまでに悪化，停滞した

のは，ようやくイラン革命後のガソリン価楕の統制撤

廃後であったこと，②レーガン政権によって各種規制

が大幅緩和され，ダウンサイズにも歯止めがかかって

いること，③GM，フォードが早々に小型車への設備
投資を中止し，いすず，東洋工業，またはトヨタとの

共同生産や委託生産を行っている事実，④さらには新

素材の利用による軽量化一低燃費化，低価格化の可
能性が少なくない等に考え至らないためといわねばな

らない」（中村静治r現代自動車工業論』1983年，青木

書店，p．364）。しかし，このような中村氏の見解の方

が世界自動車産業における寡占間競争についての「考

え」が「至らない」ことは，事態のその後の発展によ

って確認されたといわねばならない。ここで問題なの

は，予測の単なる的中ないし不的中ということだけで

はない。「これまでみてきたように，米国市場における

日本車の急ピッチなシェアー拡大は，ほとんど全くア

メリカの石油資本と自動車資本の世界戦略の蹉跣，齪

齪iから招来されたものである」（同上，P．372）という同

氏の基本認識まで遡って検討される必要があるように

思われる。なお，つけ加えておく必要があるのは，ア

メリカ市場が小型車優位の市揚となったということは，

氏のいうように「アメリカ市揚が，日本，西欧なみの

り
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111　自動車産業における多国籍企業化の3段階

　1　アメり力，西欧，そして日本の多国籍企業化

　多国籍企業問題は，1950年代後半から60年代初にか

けて，アメリカ巨大企業にとって多国籍企業が一般的か

っ普遍的な形態となった時に発生したが，それは実際に

は，もっぱらアメリカ資本の西ヨーロッパ進出という形

をとって展開され，た。多くのアメリカ巨大企業が西ヨー

ロッパ諸国への直接投資を急増させたため，西ヨーロッ

パ諸国経済におけるアメリカ資本の比重は急速に高まっ

た。その結果，多国籍企業の発展はしばしばアメリカ資

2000cc以下の小型単一市場化する」（P．364）ことをけ

っして意味しない点である。1975年エネルギー政策・

保存法が撤廃されない限り（たとえ石油価格が1バレ

ル＝10ドル以下に下落したとしても，同法の撤廃はあ

りえないだろう），アメリカ市場の主体は小型車であ

り続けただろうが，だからといってアメリカでは2000

cc以上の自動車が生産されもしなければ販売されも
しないということにはならないし，また恐らく誰もそ

のように主張し七はいないだろう。第2表および第3

表が示しているように，かつては実際上大型車だけの

市揚であったアメリカ市日の2／3以上が小型車によっ

て占められること，世界最大の単一的国民的市場がそ．

うなることの意義を過小評価することは正しくない。

　それとならんで，世界自動車産業における各国自動

車資本間の相対的力関係が，このような半揚の構造的

変動にともない大きく変化したことも見逃してはなら

ない。かつてアメリカ資本が西欧や日本などに進出し

えたのはアメリカ国内の大型車市揚で獲得した莫大な

利潤に依拠したからだったがいまでは逆に日本や西欧

の自動車資本は世界の小型車市揚で獲得した同じよう

に莫大な利潤を武器に在米現地生産にとりかかってい

る。しかも，アメリカ市場で一定のシェアーを確保し

た日本と西欧の自動車資本は，それを足場にアメリカ

国内の「ダウンサイズされた大型車市揚」ないし中型

車市場に進出しようとしている。日本車の高級車・
「大型車」移行がすでに始まっているとBπεづηθ∬躍β盈

誌（February　9，1985）はつぎのように述べている。「日

本が高級車の売り込みを図っていることを，デトロイ

トは知っている。今や，日本の自動車メーカーはビッ

グ・スリーの本当のドル箱にまで手を伸ばしつつあ

る」。86年4月からのホンダのレジエンドLegendを
はじめ，マツダの929という大型車（1988年），日産の

セドリック最新型（同年），三菱の「エグゼクティヴ・

セダン」，さらには富士重工の中型車（排気量2700cc

の水平対向6気筒エンジンの全面的カー・エレクトロ
ユクス車）などが「ダウンサイズされた大型車市揚」

をねらっている。低価格車，大衆車はむしろ系列下の

韓国メーカーにまかせ，日本メーカーは中級車，高級

車に徐々にその重点を移行させつつあることも注目す

べき最近の傾向である。

本による世界経済，とくにヨーロッパ経済にたいする支

配強化と同一視されることになった。

　だが，その時点．において，たしかにアメリカ資本の世

界経済支配は強化したかにみえたが，その後の事態の展

開が雄弁に物語っているようにアメリカ資本の世界経済

支配は「いよいよますます」強化してゆきはしなかった。

今日からふり返ってみれば，逆にこの時期から世界経済

におけるアメリカの圧倒的優位の崩壊過程が始まってい

たとすらいうことができる。戦後資本主義世界経済発展

の弁証法を多国籍企業の次元でとらえるならば，アメリ

カ企業の多国籍企業化はけっしてたんなるアメリカ資本

の西ヨーロッパ諸国経済の支配強化にとどまらず，その

ような動（アクション）は必ずそれへの反動（リアクショ

ン）としての西ヨーロッパ諸国巨大企業の多国籍企業化

過程を呼び起さざるをえなかったのである13）。

　1970年代初，すでにヨーロッパ諸国規模で多国籍化し

ていた西ヨーロッパ諸国の巨大企業はやがて大西洋をこ

えて対米進出し，アメリカでの現地生産体制を整備・拡

充し，多国籍企業としての実態を完備するようになった。

かくて，多国籍企業はアメリカ資本による世界経済支配，

とくに西ヨーロッパ経済支配のための単なる道具ではな

く，世界市場における寡占間競争の激化という条件のも

とでは，ひとりアメリカだけに限らず，いかなる国の巨

大企業でも不可避的にとらざるをえない企業形態である

ことを実証したのだった。

　多くの商品についてアメリカが世界最大の単一の国民

13）　アメリカ資本の西ヨーロッパ諸国経済支配とい

う動きにたいして，西ヨーロッパ諸国資本がドゴール

大統領のアメリカ資本進出拒否という形でなく，西欧’

諸国における企業合併の促進，合理化の強行など自ら

の多国籍企業化という形をとるに違いないとして，ハ

イマーおよびローソーンの2人はつぎのように述べて

いた。「この〔アメリカ資本の〕ヨーロッパに対する侵

入はヨーロッパ企業の地位を脅かし，彼らはいま反撃’

をはじめている。……次のラウンドはどのような展開

をするであろうか。ヨーロッパがセルヴァン・シュレ

ベールの唱道する政策をとるであろう（一部では現に

とりつつある）ことは，最初からわかっている結論で

ある。ヨーロッパの合併への動きは相当に進んでおり，

ほとんどすべてのヨーロッパの政府が自国の大企業を

強化しようとするポジティヴな手段を積極的にとりつ
つある」（S．Hymer　and　R．　Rowthorn，‘‘Multinational

Corporation　and　International　Oligopoly：The　Non－

American　Challenge，，，　in：r乃β1駕θ7πα彦Joηα1　Coψ07α一

’∫oπ，edited　by　C．　P．　Kindleberger，1967，　p．73．藤原。

和田訳『多国籍企業』日本生産性本部，1971年，pp．
72－73）。
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的市揚である以上，アメリカ市揚への参入，そしてそこ

での一定のマーケット・シェァーの確保は，世界市場寡

占間競争にとゲご決定的に重要な意義をもっている。世

界言揚競争において有利な立華に立とうとする寡占体で

あるならば，西ヨーロッパ諸国企業であれ，日本企業で

あれ，アメリカ国内市場で一定比率のシェアーを確保す

ることは絶対的な必要条件ですらある。

　アメリカ西欧諸国にくらべて，日本企業の多国籍企業

化の開始が時期的に遅れて1970年代後半から80年代順

にかけて展開されたのは，敗戦後日本の経済的復興が西

欧諸国よりも遅れた結果にほかならないが，それと同時

に，日本企業にとっては在外現地生産よりも製品輸出の

方が経済的にずっと合理的であった（逆に云えば，在外

現地生産の方がコスト的にも割高で，かつ製品の質につ

いても日本国内生産よりも劣る）とい，う事情が大きく働

いていたことはよく知られ，ている。すなわち，世界市揚

における寡占間競争という視点からすれば，その時期に

おいては国内生産・製品輸出こそ，日本企業の国際競争

力の源泉だった。この点がアメリカ企業の多国籍企業化

とも，また西欧諸国企業の多国籍企業化とも，おおいに

異なっている。

　だが，製品輸出の方がいかに有利とはいえいつまでも

製品輸出に執着してはいられなかった。日本製自動車の

輸出と在米現地生産をめぐる動きが雄弁に物語っている

ように，日本製自動車輸入の急増は，アメリカ国内に一

方では日本製自動車輸入抑制への動きを強めると同時に，

他方ではアメリカ自動車産業労資による日本メーカーの

在米現地生産要求の声を高めたのだった。このままゆけ

ばやがてアメリカ市場から閉め出されるという危惧が，

日本自動車メーカーをして，かなりの期間の遅疑逡巡の

のちながら，1970年謂無から80年代初にかけて一斉に

在米現地生産に移行せしめたのであった。カラーテレビ

産業の場合も輸入制限が実行されたあと，それを回避す

るために在米現地生産への移行がみられたが自動車の喰

合は輸入制限が必至とみられた段階で日本自動車メーカ

ーは在米現地生産の決意を固めている（自動車の対米輸

出の自主規制はアメリカ側からの強い要求にもとづいて，

まず1981年度から3年間，168万台の規制枠をもって始

まり，今日に至っている）。

　こうして政治的圧力のもとで，経済的には必ずしも合

理的とはいい難い条件下で発足した在米現地生産でも，

客観的状勢の変化とともに，経済的にも一定の合理性を

もつにいたることは，すでにカラー・テレビの現地生産

にさいしても実証されていたが，自動車産業の揚合にも，
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85年末から86年にかけて展開された大巾な円高ドル安

調整をつうじて，その経済的不合理性は著しく解消した

といわねばならない。フォルクスワーゲンの在米現地生

産移行へのひとつの原因がマノヒク高の回避にあったと同

じように，急激な円高はそれだけでも在米現地生産にた

いする大きな圧力となっている。

　1986年現在，すでに出揃った感のある日本自動車各社

の在米現地生産計画（第4表参照）によれば，1980年代掻

の日本メーカー各社の在米生産能力は200万台に迫ろう

としている（最近の円高のなかで，各社の予定生産能力

はしばしば上方改訂されている）。これほど巨大な現地

生産体制をいったん作り上げたあとになって，これをそ．

う簡単に縮小したり，ましてや完全解消することは殆ど

不可能といってよい。その意味で，日本の自動車メーカ

ーはすでに「ルビコγを渡った」といわねばならない。

日本自動車産業の在米現地生産によって一応の最終的展

開を終了した日本企業の多国籍企業化過程もまた可逆的

な過程ではなく，50年代後半から60年年初にかけての

アメリカ企業の多国籍企業化，70年代初からの西ヨーロ

ッパ諸国企業の多国籍企業化についで，いまや多国籍企

業化の第3段階’として日本企業の多国籍企業化が実現す

るにいたったのである。

　2　戦後におけるビッグ・スリーの対外進出．

　多国籍企業化の3段階は，世界自動車産業においては，

いかなる具体的なプロセスをたどって展開しただろうか。

　まず，アメリカ自動車産業。アメリカ自動車産業の海

外進出の歴史は，遠く第1次世界大戦前に遡る。地続き

のカナダを別として，最初の海外進出は1911年のイギ

リス・フォード社の設立だった。第1次世界大戦後，

GMとフォードの海外進出活動は活発化し，1925年に

GMがイギリスのボグゾール社を買収（100％）する一方，

フォードはドイツ・フォードを現地資本との合弁（60％

対40％）で設立した。さらに1929年には，GMはドィッ

のアダム・オペル社を買収（当初80％，2年後に100％）

した。第2次世界大戦前におけるGMとフォード両社

の海外活動については，前者が当初から100％支配主義

を貫いたのにたいして，後者が多数株支配に満足してい

たことの違いはあるにしても，とくに大きな差異はみら

れない。この時期の両社の在外生産活動は，それぞれの

進出地域におけるローカル市場向け生産が主体で，たと

え製品輸出が行われたとしてもそれが大きな比率を占め

ることはなかったし，ましていくつかの国にある在外子

会社の生産体制が有機的に結合されるということはなか

った。

o
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　第2次世界大戦後，GMとフォード両社の海外活動は

ますます活発化した。GMは英独両国にもっていた戦前

からの既買収会社のいっそうの拡大・強化をはかるとと

もに，ブラジル，アルゼンチン，メキシコ，南ア連邦な

ど一連の開発途上国における組立て工場を生産工場に切

り・かえるという形で，途上国の側の自動車国産化政策に

対応していった。これにたいして，フォードは英・独両

国における在外子会社の持株比率をGM同様に100％

に引上げることによって全世界的な管理体制の強化を目

指した。1960年にドイツ・フォードの持株比率は99％

に引上げられる一方，翌61年にはイギリズ・フォード・

の持株比率も従来の54．6％から100％に引上げられた。

このような在外子会社における持株比率の引上げには当

然かなりの額の資金を必要としたが，それだけの資金を

新規事業の拡大に投ずることなく，少数株式買収資金に

振りむけたことは，フォードの戦後における海外活動強

化の上でどれだけ効果的であったか，疑問なしとしない。

ただ，100％支配を必要とした程，イギリスおよびドイ

ツのフォード現地経営陣が伝統的にかなりの相対的独自

性を維持していたことも事実で，フォード本社としては

その世界的管理体制強化の前提として，イギリスおよび

ドイツの両フォードの100％支配を必要としでいたこと

も事実であった14）。1965年に自動車事業は北米部門と

14）　この時期のフォードの外国フォード社における

持株比率を100％に引上げるという方針はきわめて徹

底しており，イギリスやドイツのみならず，世界中の

多くの国のフォード社の持株比率が100％に引上げら
れた。この点． ﾉついて，フォードの社史にも準ずべき
著：書のなかで，ウィルキンズとヒルはつぎのように述

べている。「アメリカの世界にまたがる企業を効果的

に動かしつづけるためには，親会社が外国のフォード

会社の株式を，可能な揚合には100％所有するのが賢

明な策であるということに，ディア．ボーンの幹部たち

は気づいた。100％所有には大きな利点があることに

幹部たちは気づいたのである。そのうち最も重要なの

は企業運営の柔軟性だった。少数株主のことを考慮に

入れなくていいとすれば，一方的に財政政策をたてる

ことができるだろう。たとえば親会社がそのほうが，

有利だと思えば利益金を事業拡張にあてることができ

る。また，製造計画や販売も一国をもととするのでは

なく，国際的立場を，基礎にすることができる。……

1950年代を通じて（ただ一度の例外はあったが），フォ

ード・アメリカは外国フォード社の株式保有を増大し

ていった。1962年までにフォード・アメリカのカナダ

会社株式の所有は75％に，ドイツ・フォード社株式

は100％，そしてイギリス・フォード社株式は100％

に達した。1961年には会社は3億6800万ドルという
巨額を投じてフォード・イギリスの全額保有を完了し
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国際部門とに分割されたのち，67年には地域事業統轄会

社としてヨーロッパ・フォードが設立され，同地域内子

会社の生産・販売活動の有機的統合が図られるようにな

った。1976年における小型車フィエスタFiestaの誕生

は，イギリス，西ドイツ，スペイ7（73年に子会社設立）

の域内分担生産によるものであった。少なくとも地域的

な生産協力体制の点では，フォードはGMに一歩先ん

じていたといってよい。

　第2次世界大戦後におけるアメリカ自動車産業の海外

活動のもうひとつの特徴は，ビヅグ・スリーの最下位に

位するクライスラーがその海外活動を強化し，あたかも

第1次世界大戦後におけるGM，フォード両社さながら

に，西欧自動車企業の買収攻勢を展開したことであった。

クライスラーの海外活動は，戦前にはカナダでの組立て

工場を別とすれば，西欧諸国における販売拠点の設立に

止まった。第2次世界大戦後，クライスラーはアメリカ

国内市揚でビッグ・スリーの一員としての地位を維持し

てゆくためには，GMやフォードと同じように海外市場

でも一定の地位を占める必要を感じた（ビッグ・スリー

としての必要条件は，アメリカ市揚におけるフルサイズ

の車種生産と西ヨーロッパ諸国における在外子会社網，

とであったかに思われた）。こうして同社は1958年には

フランスのシムカ社の株式を25％（63年には63％に引

上げられたのち，66年には76．7％になる）を買収し，

1964年にはイギリスのルーツ・グループRoots　Group

の30％（67年目は66％に引上げられた）を取得し，その

支配下に置いたのだった。だが，クライスラーがその支

配下に置いた諸会社はみな経営不振に陥っていた上，肝

心のクライスラー自身が日本車の急進出とともにアメリ

カ市場で窮地に追い込まれ経営危機に陥ったため，同社

の世界的展開は挫折を余儀なくされてしまった。クライ

スラーが株式を取得した外国自動車企業のうちで唯一つ

の成功例は日本の三菱自動車（1971年に巧％の資本参

加）だったが，その三菱自動車の援助をえて辛くもアメ

リカ国内市場第3位メーカーとしての地位を維持してい

るのが現状である（78年以後，クライスラーの海外活動

は整理過程に入り，南米での資産はフォルクスワーゲン

とGMに，ヨーロッパでの資産はプジョーPeugeotに，

オーストラリアでの資産は三菱に売却し，その生産事業

を北米とメキシコに集中させている）。

　こうして，第2次世界大戦終了後1960年代までは，

アメリカのビッグ・スリーの活発な対外進出期であった

　た」（Mira　Wilkins　and　Frank　Ernest　Hi11，0ρ．　oゴ’．，　pp．

　422－423．邦訳，PP．525－526）。
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といってよい。このようなビッグ・スリーの対外進出は，

とくにヨーロッパ自動車産業にたいするアメリカ資本の

支配強化をもたらしたとはいえ，それは全体としてのヨ

ーロッパ自動車産業の急速な発展をも生むことになった。

上述のように，いくつもの西欧諸国自動車会社がア〆リ

カ資本の系列下に加えられたとはいえ，西ドイツのフォ

ルクスワーゲン，フランスのルノーなどが国家的庇護の

もとに急発展をとげ，小型車市場におけるビッグ・スリ

ーの強力な競争相手へと徐々に成長していった。とくに

フォルクスワーゲンの対米輸出は，1959年置12万台≧

10万台の大台に乗せたあとも，アメリカの外国小型車

輪入が全体として減少していったにもかかわらず，1968

年の51万8000台まで一直線に増大し，アメリカ国内市

場で確固たる足揚を築くことに成功したのだった。

　前述のように，アメリカ市単が事実上大型車だけの市

場であり，輸入小型車はアメリカ市場のごく一部をあて

がわれるにすぎなかった状況下では，アメリカ自動車産

業は外国自動車産業からの競争に殆ど直面しなかったと

いってよい。不況時に増大するこれら輸入小型車市場に．

たいしても，ビッグ・スリーはかれらの在野ヨーロッパ

子会社に対米抄出用小型車を生産させてこれを輸入して

おり，厳密な意味では外国自動車産業との競争と全く無

縁であったわけではなかったが，その競争もアメリカ国

内市上におけるビッグ・スリーの地位にこれといった程

の脅威を与えるものとは考えられなかった。だが，1960

年代をつうじて小型車市場が拡大してゆき，ついに70

年代に入ってから73年の石油危機，1975年のエネルギ

ー政策・保存法による燃費規制強化とともに大型車市場

が大巾に圧縮され，アメリカ市揚もまた小型車優位の市

　　第3表アメり力自動車市場の大型車・小型車比率
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位＝％）

1970年

　71”

　72”

　73”

　74”

　75”

　76”

　77”

　78『

　79”

　80厚

アメリカ製
小　型　車

21．57

23．21

23．51

28．31

33．32

35．18

33．12

29．68

31．67

33，75

37．49

輸　　入
小型車

15．26

15．22

14．76

15．83

15，85

18．29

14．78

18．55

17．69

21．85

26．40

小型車
合　　計

36。83

38．43

38．27

44．14

49，17

53．47

47．90

48．23

49．36

55．60

63，89

アメリカ製
大　型　車

63．17

61．57

61．73

55．86

50．83

46．53

52．10

51．77

50．64

44．40

36．11

〔出所〕孟％‘oS‘伽α‘∫oπ」1980，　Subcommittee　on　Trade　of

　　　the　Committee　on　Ways　and　Heans，　House　of

　　　Representatives，1980，　p．13，
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揚に転化するという形で，統一的な世界自動車市場の一

部にくみ入れられるとともに，事態は全く一変するに至

った。

　アメリカ市場における大型車と小型車の比率の逆転と

いう歴史的大事件は1975年に生じている（第3表参照）。

すなわち，アメリカ市揚は1970年の時点でも大型車の

比率は63．17％を占め，輸入車15．26％，国内産21・57％

をあわせた小型車の比率，36．83％を大きく上回ってい

た。しかし，1975年には小型車の比率は53．47％へと上

昇する一方，大型車のそれは46．53％に落ち，両者の関

係は逆転するに至った。その後1980年になると，大型

車比率は36．11％にたいし小型車比率は63．89％（国産車

37。49％，輸入車26．40％）となり，10年前の両者の比率

が入れ替るにいたった。

　大型車と小型車の比率逆転とならんで，1970年代にお

けるアメリカ自動車市場の最大の構造変化は，日本製自

動車輸入の怒濤のような急増であった。1960年代なかば

以降再上昇に転じた外国産輸入車のなかで・最：初はフォ

ルクスワーゲンを中心とする西ヨーロッパ諸国からの輸

入がその大半を占めていたが，日本車の比率は徐々に高

まり，1975年にはついに日本車が外国車の半分を，さら

に79年には76．3％を占めるまでになった。日本製自動

車の対米輸出は，統計に現れた1958年には僅かに320

台にすぎず，その時点で既に7万8000台に達していた

フォノレクスワーゲンの足許にも寄れなかった。それが

1965年には1万8000台と1万台を突破し，さらに3年

後の68年には11万2000台と10万台をこえ，ついで77

年には138万8000台目100万台の大台に乗せるに至っ

たのであった。

　3VWとルノーの対米進出

　日本自動車産業のサクセス・ストーリーをふり返るの

は，ここでの主題ではない。ここで重要なのは，まず第

1に，アメリカ自動車市隠の構造が1960年代から70年

代におけて大きく変化したこと，．したがって大型車市場

で成立した3社寡占体制（第4位メーカーとしてアメリ

カン・モーターズが存在したが，その誕生の当初から同

社は無視しうる存在だった）に安住していたビッグ・ス

リーも，日本と西ヨーロッパの自動車産業との激烈な競

争に直面するに至ったことである。

　第2に，その生産高においても，日本は世界第1位と

なった（日本の自動車生産高は1980年に703万8108台

にのぼりアメリカの637万5506台を上回って世界第】

位となった）以上，自動車産業における多国籍企業化は，

日本自動車メーカーの在米現地生産移行という形で展開

●
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さるべきであったのに，実際には国内生産・製品輸出の

有利さに固執する日本自動車メーカーは，アメリカ自動

車産業労資双方の在米現地生産要求に強く抵抗し，対米

進出が少なくとも数年は遅れることになつ．たという事実

である。

　かくて，日本の自動車メーカーが遅疑逡巡している時

に，在米現地生産に踏み切ったのが，日本製小型車にそ

のアメリカ市場を奪われかけていた西ドイツのフォルク．

スワーゲンであったことは極めて興味深い。

　フォルクスワーゲンはかつての有名なビートル（かぶ

と虫）を，西ヨーロッパはもとよりアメリカ，カナダへ

大量的に輸出し，アメリカ以外の自動車メーカーとして

は世界時1位の地位を占めていた。アメリカとカナダに

販売拠点を設ける一方，1953年にはブラジル，56年に

は南アフリカ，57年にはオーストラリア（76年に日産に

資産売却）で現地生産を開始していた。とくにブラジル

では，1979年には54万台弱の生産をあげるなど，在外

生産体制の面でも，アメリカのビッグ・スリーを除いて

は世界で最も先進的な地位を占めていた。

　そのフォルクスワーゲンが1978年に在米現地生産を

決意したのは，その対米輸出が一層増大したからではな

く，逆に日本車の急進出におされて対米輸出が急減した

からだった。第3表から明らかなように，フォルクスワ

ーゲンの対米輸出は1956年の5万台から70年の57万

台に増大の一途をたどったが，その後は日本車輸入急増

の影響を受けて漸減に転じ，ついに76年には20万3000

台にまで低下してしまった。フォルクスワーゲンの対米

輸出は，同社の西ドイツ国内生産高の3分の1以上を占

めていたので，アメリカ市場の喪失は同社にとって致命

的打撃ですらあった。そこで同社は，マルクの対ドル高

解消と輸送費節約が同社の在米現地生産を有利ならしめ

るものと判断し，在米現地生産に踏み切ったのだった。

1974年に欠損を出し，未曾有の経営危機下にあったにも

かかわらず，当時のフォルクスワーゲン経営陣（最初は

ルドルフ・ライデングによって起案され，のちにハン

ス・ビルンバゥムとトニー・シュムックラーによって実

現された）は対米進出を決意したのだった。世界市揚に

おける寡占間競争の必要性こそ，企業の対外進出を推進

する最大の要因であることをそれは立証した。

　「1970年代の後半期は，フォルクスワーゲン社がその

困難な調整期をへて，著しく成功した単一モデル生産者

から，自動車産業における一大国際勢力として生まれ替

るのを目にしたのだった」15）と，ダニエル・ジョーンズは

　15）　Jones，　oρ．　oゴ彦．，　P．22．　・
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書いている。だが，多国籍企業としてのフォルクスワー

ゲンのその後の事情は必ずしも満足すべきものとはいえ

ない。とくに在米現地生産についていえば，アメリカ・

フォルクスワーゲンはゴルフGolfをベースにしたラビ

ットRabbitを1978年から生産開始したが，同年の生産

高は4万0194台にとどまり，全米生産高の僅かに0．4％

を占めるにすぎなかった。その後，1980年には19万

7106台（3．1％）にまで増えたとはいえ，同社の業績は振

わず，その生産高も82，83，84年と10万台を下回る有様

である。

　外国メーカー．による自動車在米現地生産の2番手とな

ったのは，フランスのルノーだった。アメリカン・モー

ターズ（AMC）の業績悪化が顕著になった1979年に，折

しもアメリカ国内での販売網強化を目指していたルノー

が3億5000万ドルを投じてその再建を援助する一方，

ルノー執行副社長J・J・デドウルウェルデルをアメリ

カン・モーターズ社長（1982年置に任命してその実権を

握ったのだった。ルノーのAMC持株比率は46。4％に止

まるが，．これは同社株の過半数を買収することにたいす

るナメリカ消費者の反感を考慮したために過ぎない。

1983年にはルノー設計のアリアンスAII三anceおよびア

ンコールEncoreの生産を開始していることからみても，

経営的にも技術的にも，アメリカン・モーターズが今や

フレンチ・モーターズであることは明白である。

　4　日本自動車メーカーの一斉対米進出

　こうして，1970年代末のアメリカ自動車産業には，ア

メリカのビッグ・スリーのほか，西ドイツのフォルクス

ワーゲン，フランスのアメリカン・モーターズの5社が

参入していたが，1980年代に入るやホンダを先頭とする

日本自動車メーカーが続々参入し，1980年代末までには

ホンダ，日産i，マツダ，　トヨタ，三菱（クライスラーと

第4表　日本メーカーの在米現地生産計画

　
　
　
弁
　
合

ダ
タ
の
　
と

ン
ヨ
M
　
6

ホ
ト

日　　　産

マ　　ツ　　ダ

ミー菱（クライスラ

　一との合弁）

ト　ヨ　タ

富士重ユニ・

　いすず合弁

工場所在地

オハイオ州

カリフォルニア州

テネシー州

ミシガン州

．イリノイ郵・i

ケンタッキー州

未　　　定

稼働時期

82年11月

84年12月

83年

87年秋

88年末

88年春

89年

年産能力

30万台
（88年より
36万台）

25万台

18万台
（86年夏よ
り24万台）寧

30万台

24万台

20万台

12万台＊

〔注〕＊は小型トラックを含む。

〔出所〕　各種報道による。
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第5表　世界主要国のメーカー別乗用車生産シ＝アー（1984年）
（単位：％）

G　　　M

フォード

クライスラー

AMC
ト　ヨ　曜

日　産

マツダ
三菱自工

ホ　ンダ　　　　　‘

いすず
ダイハツ

富士重工

鈴木自工

B　　　L

V　　　W

ダイムラー・ベンツ

BMW
ポルシェ

ルノー・グループ

プジ日一・グループ

ワイアット・SPAグループ

アルファ・ロメオ

イノケンティー

SEAT
FASA。ノレノー

アメリカ

55．9

22．8

16．1

2．5

1．8

1．0

100．0

日　本

34．1

26．1

10．8

7．7

11．9

1．3

2．3

3。4

2．3

100．0

カナダ

53．4

43，3

2．2

99．0

イギリス

12．9

30．1

42．2

105

99．3

西ドイツ

205

14．2

31．1

12．4

10。9

1．2

100．0

フフンス

52．7

47．3

100．0

イタリア

83．9

13．9

1．0

99．0

スペイン

22．1

22．3

15．7

21ン

18．3

ユ00．0

メキシコ

7．5

11．1

15．4

19．0

38．9

●

●

92．0

〔注〕（1）いくつかの国の合計は，群小メーカーからなる「その他」を省略してあるので，100％にはならない。

　’（2）100．0％と記してあって数字が不一致なのは，「丸め」が原因。

〔出所〕　日産自動車『自動車産業ハンドブック』1985年版，pp．290－3工3より。

の合弁），さらに富士重工といすずの合弁会社をも含め

て，合計11メーカー（12会社）が生産・販売活動を行う

という「戦国時代」が現出されようとしている（第4表

参照）。

　アメリカ自動車産業はその誕生の当初から企業合併を

くり返してきたが，フォルクスワーゲンが現地生産を開

始するまでアメリカ国内の自動車メーカーは，GM，フ

ォrド，クライスラーのビッグ。スリーにアメリカン・

モーターズを加えても僅か4社に過ぎなかった。第2次

世界大戦直後の時期ですら，’アメリカの乗用車生産メー

カーはビッグ・スリーのほか，パッカード，スチュード

ベーカー（両社はig54年に合併したが，62年には自動車

生産より撤退した），ナッシュ，ハドソン（両社は54年

に合併し，AMCとなる）の7社に過ぎなかった。第2次

世界大戦後のアメリカ自動車産業への新規参入者はカ

イザー・フレーザーKaiser　Frazerとクロスレー・モ一

喫ーズCrosley　Motorsの2社に過ぎないが，前者は1948

年から55年までの，また後者は1948年から52年まで

のはかない寿命しか持ちえなかった。それが1980年代

末には，ビッグ・スリーのほか，西ドイツ系が1社，フ

ランス系が1社，さらに日本系が6社，合計11社のメ

ーカーを擁することになるものと見られている。果して

アメリカ市揚がこれ程多数のメーカーの存在を許すか疑

問なしとしないが，それにしてもアメリカ市上の構造的

変化をこれ程雄弁に物語るものはない16）。

　16）　アメリカ自動車産業のパフォーマンスに不満を

抱く独占禁止論者は，1980年代初の時点においても，

ビッグ・スリーの分割による生産者の増加によって競

争を回復すべきことをつぎのように主張していた。「4

．社の在アメリカ・カナダ生産合計は，1970－73年には

年平均950万台だった。だから，もしも新規参入者が

あれば，現在の4社のかわりに，9社ないし10社が
やってゆけるだけの余地はある。新規参入は恐らく

ありえないだろう。だが，現在のビッグ・スリーを

実現可能な8社に分割するのは考えられないことでは

剛

G
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　第5表は1984年の時点における世界主要国のメーカ

ー別乗用車生産シェアーを表示したものである。もちろ

んこれら9ヵ国以外でも乗用車生産は行われているが，

その生産高および輸出高からみて意味のある乗用車生産

国はアメリカ，日本，カナダ，イギリス，西ドイツ，フ

ランス，イタリア，スペイン，メキシコ．の9ヵ国に限ら

れる。しかし，最近になってからの韓国の生産および輸

出の増加はきわめて顕著であるので，もしも新聞報道の

伝えるように1986年の生産高が商用車を含めてであれ

100万台を突破するようになれば，韓国をも加えた10ヵ

国について新しい表を作成することが必要だろう17）。こ

の表には，日本メーカーの在米現地生産のうちまだホン

ダのそれ（1．8％）しか含まれていない。第4表の示してい

るように，他の各社の在米生産工場の生産が開始される

1980年代末には，この表は大きく改訂されるであろうこ

とはもちろんである。同じくホンダとトヨタの在カナダ

現地生産も80年代末までには開始される予定である。

IV　世界自動車産業とNICs諸国

　1　NICs諸国における自動車産業育成政策の転換

　1970年代に世界自動車産業はまさに地殻変動にも比

すべき大々的な構造変化を経験したが，それは一面では

アメリカ独自の大型車市揚を消滅させ，アメリカ市平を

も小型車優位の市揚に転化させることによって統一的世

界自動車市場の形成をもたらすと同時に，他面ではひと

り先進国のみならず一連の開発途上諸国における自動車

産業の発展を促すことによって，世界自動車市場の等質

化傾向をも著しく促進したのだった。

　このような世界自動車市場の等質化傾向は，一方では

アメリカのビッグ・スリーがコスト引下げをねらって海、

ないだろう。アメリカン・モーターズを加えれ’ぱ，自

動車産業には9社がいることになる。そして，それに

輸出が加わる。．これは教科書通りの“完全競争”では

ないかもしれないが，競争的行動の増大をもたらす可
能性は増えるだろう」（Lawrence　J・white，ψ．　o露．，　P．

217）。既存のビッグ・スリーの分割ではなく，外国メ

ーカー，とくに日本メーカーの大量進出によって，恐

らく1980年代末にはホワイトが期待した9ないし10
社を上回る生産者がアメリカ国内市場で競争している

ことになるだろう。

17）韓国の現代自動車も1985年に，カナダのケベ

ック州モントリオール郊外に年産10万台の規模の乗

用車生産工場を1987～88年完成を目途に建設すると
の計画を発表した。同工場の製品がカナダ市揚に限定

されずアメリカへの輸出をも念頭に置いていることを

考えれば，北米大陸における現地生産メーカーはもう．

1社ふえることになる。

外での部品調達を増大させたこと，他方ではそれまで組

立て工場しか持たなかった開発途上諸国の自動車産業が

それぞれの国の政府の自動車国産化政策をつうじて

従来の輸入代替的国産化政策にかわる輸出産業としての

自動車・同部品産業育成政策によって一，急速な成長

をとげたことによって強力に推進された。

　1960年代末の開発途上諸国の自動車産業は，それぞれ

の国内市揚の狭隙さに規定された高生産費に悩まされて

いた。それぞれの国の輸入代替化政策によって自動車生

産が国産化された時，それまでの未充足需要が存在した

ため，これら諸国の自動車産業は当初は一時的に目ざま

しい発展をみたものの，こうした需要が充足されてしま

ったあとは，国内市場の狭山さがこれら諸国の自動車産

業にとって決定的な障害となった。これら諸国の自動車

生産費は先進工業国産のそれを大きく上回っており，・輸

出など全く問題にならなかった。これら開発途上諸国の

自動車産業は過剰設備に悩み，その操業率が70％に達

することは稀であった18）。

　このような開発途上諸国の自動車産業の窮境はいずれ

にしろこれら諸国における自動車産業育成策の転換を必

要としていたとはいえ，それを可能にしたのはアメリカ

のビッグ・スリーの側における自動車生産の国際的展開

（その最も進んだ形が，いわゆるワールド・カー生産体

制だった）にほかならなかった19）。前述のように，小型

18）国連報告によると，「1960年代末，アルゼンチ

ン，ブラジル，チリーにおける自動車産業操業率は

60％前後だったのにたいして，メキシコでは1960年

末および70年代初には，それは40ないし60％だっ
た」（oメ》．6∫∫．，p．114）。

19）GMはビッグ・スリーの他の2つのメンバー，

フォードやクライスラーと違って外国産小型車との正

面対決を必ずしも断念したわけではなかった。一方で

はフォードやクライスラーと同様に，日本の自動車：メ

ーカーとの提携を強め，韓国からの輸入を増大するな

どoutsourcing傾向を強めると同時に，他方では，ア

メリカ国内に高度にオートメ化された自動車工場を建

設し，晶質・価格の上でも日本など外国車と充分に太

刀討ち出来る自動車を生産する計画を打ち出している。

1986年1月に設立された同社子会社，サ．ターンSaturn

がそれで，GMの他の5事業部門とは異なり完全別会
社として設立されるなど，GMの並々ならぬ決意が秘

められていた。同社は当初資本金1億5000万ドルで
発足するが，将来は総資産50億ドル，従業員2万人を匿

予定しているという。生産体制，労務管理，販売・流

通なども従来の方式にとらわれ’ず，日本車に対抗すべ

く国際競争力の強い小型車事業を展開するというのが，

サターンの「うたい文句」だが，果してサターンがそ

の課された使命を果しうるかどうか現在でも疑問視す
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車市沢におけるその劣勢をカヴァーするために，とくに

日本車の競争に対抗するために，ビッグマスリーは開発

途上諸国に従来保持していた組立て工場を，部品生産工

場に転換させる意図を表明したのだった。開発途上諸国

の側における従来までの輸入代替的国産化政策から輸出

産業としての自動車・同部品産業政策への転換が行われ

たのは，このような情況下においてであった。国連報告

はラテン・アメリカ諸国政府の政策転換が1970年代初

た実現されたことを指摘しつつ，つぎのように述べてい

た。「一国的ベースでの輸入代替化政策とは違って，新

しい3っの型の戦略がラテン・アメリカ諸国でとられる

にいたったのは，このような背景のもとにおいてであっ

た。これら3つの新しい型の戦略は，従来の時期の戦略

との特徴的差異を明らかにするために，輸出促進，地域

的輸入代替，および自由化として言及することにしよう。

これらの新戦略と国際自動車産業における展開との間の

関係を示す最も明白な実例は，輸出増進の強調，すなわ

ち，ラテン・アメリカの主要生産者をメジャー自動車多

国籍企業の活動中にくみ入れるための新方式にほかなら

ぬ輸出増進の強調である。しかしながら，他の2っの戦

略も，国際経済との限られた結びしかもたない自己充足

型の一国的産業といった伝統的モデルからの別離を意味

している」20）。

る向きが多い。rGMの80年代後半最：大のプロジェク

ト」として，サターン工揚建設にはGMのR＆D予
算の約10％が投入されることになっているが，その
ような巨額の新規投資によってどれだけ謝スト・ダウ

ンが可能か疑わしいからである（オートメーションと

ドアなど部品の事前組立てによって，小型車1台に必

要な労働時間〔人／時〕を従来の400からたったの40に

引下げることをねらっている）。「最低価格輸入車とコ

スト面で対抗可能な小型車をアメリカ国内で生産す
る」ことを目的としているが，その当時目標にしたの

は日本製小型車だったが，いまでは日本車をはるかに

下回る低価格車，韓国ないしユーゴスラビアの小型車

がアメリカ市揚に進出している。86年4月現在，トヨ

タ・ターセルの5，598ドルにたいして，ユーゴスラビ・

アのユーゴYugoは僅かに3，990ドル，韓国の現代エ
クセルExcelでも4，995ドルである。これら低価繰車

と張り合うのはいかにも困難だが，さりとてそれ以上

の価格帯をねらうとなると，おなじGMのプリマス・
ホライズンPlymouth　Horizonの6，209ドル，やシボ

レ7・キャパリエChevrolet　Cavalierの6，706ドルと

競合することになる。すでに全セグメントに車をもっ

ているGMにとって，．最低価格帯に新規に乗り込む以

外サターンの入るべき揚所はないとみられている
（‘‘Saturn，s　Uncertain　Future，，，　N8ωYoγん丁伽365，　Apri1

7，1986）o
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　．もちろん，このような政策転換がNICs諸国の自動車

産業の今後の発展を必ずしも保障すると断言するわけに

はゆかない。このような政策転換がもつ利点と不利点に

ついて，マクミュレンとメグナはつぎのように述べてい

る。「そのような多国籍企業依存戦略は，NICs諸国にと

って，利点もあれ，ぱ不利点もある。一方で，それは

NICs諸国が，先進国市場，技術的ノウハウ，管理技能，

および正確な長期投資決定を行う際のリスク克服に必要

な規模，に近づくことを容易にする。他方で，依存関係

の発展は，NICs諸国自動車産業の輸出行動を，多国籍

企業の世界的マーケッティング戦略および輸出戦略に結

びつけるが，NICsの政策と多国籍企業の戦略とはつね

に一致するとは限らない」21）。

　2　ビッグ・スリーの「ワールド・カー」構想

　ビッグ・スリーはコスト引下げの決め手として海外か

らの良質・安価な部品調達の必要性を痛感するにいたっ

たが，なかでもGMは従来から部品の内部調達比率の高

い企業として知られていた。同社の内藤化率は約70％

で，フォード，クライスラーにくらべてもかなり局かっ

た。GMは，その伝統的な高内製化政策を一毛すること

になったが，その際，．日本車と対抗しうる程の良質・安

価な部品を供給できる下請け会社はアメリカには事実上

存在しなかったので，必然的に日本をふくむ他の諸国，

とくにそれぞれの国の政府の政策転換の結果，輸出産業

としての自動車・同部品産業育成に転換しようとしてい

た一連の開発途上諸国をその良質・安価な部品供給基地

に転化することになった。

　ビッグ・スリーの開発途上諸国自動車産業にたいする

期待が，これ，ら諸国自動車産業が独自で生存をつづけて

ゆける自動車産業ではなく，ビッグ・スリーの国際的生

産体制のなかの部晶供給基地でしがなかったことは，ビ

ッグ・スリーがこれら途上国からの完成車輸出には余り

熱意を示さず，部品およびCKDキット22）の輸出にしか

20）　伽紘，p・114．多くの開発途上国がとった国産化

政策がこれら諸国自動車産業の成長を阻害することに

なったとして，．国連報告はつぎのように述べている。

「ローカル・コンテンツ規制は，主要ラテン・アメリ

カ諸国間の統合を制限したばかりか，世界的活動への
その全面的統合化をも制限したかにみえた」（p．128）。

21）　Neil　McMullen　and　Laura　L　Megna，“Automo－

b至les，，，　in　T乃θNθωちノ1η4麗5〃∫α1づ2fη8　Coπ多z〃∫8s’T7α♂θ

翻4．4吻麗5吻zθ鋭，edited　by　L6uis　Turner　and　Neil

McMullen，　George　and　Unwin，1982，　p．74．

22）KD出荷は車両構成部品を輪出し，現地で組み
立てて販売する方法で，SKDとCKDの2形態がある。

●
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関心を示さなかったことに最：もよく示されている。ラテ

ン・アメリカにおける事実を示しながら，国連報告はつ

ぎのように述べている。「1973年立法後のナルゼンチン

（自動車輸出が必要とされた）を例外として，アメリカの

ビッグ・スリーは一般に完成車輸出よりも部品輸出を好

んだ。1970年代なかばのアルゼンチンの輸出（アルゼン

チンとキューバの間の特別協定の結果として主としてキ

ューバにたいして輸出された），およびアルゼンチンか

らチリーとボリビアへの若干の輸出を別とすれば，アメ

リカ系自動車会社によるかなりの規模の完成車輸出の唯

一つの例は，クライスラーのメキシコから中米諸国むけ

輸出と，GMのブラジルから他の南米諸国およびアフリ

カ向けの輸出だけだった。米系自動車会社の主要力点は，

部品とCKDキットの輸出におかれていた」23）。

　アメリカ自動車市場がかつてのような大型車市場にと

どまっていたならば，このような海外部品調達は必要で

もなければ，また実際にも不可能だったろう。この意昧

では，小型化（downsiz三ng）と外製化（outsourcing）とは，

アメリカ自動車産業にとってメダルの表裏を意味してい

たし，またそれは同時に世界自動車市場の等質化という

結果をもたらしたのだった。GMが打ち出したワールド・

カー構想は，このような世界自動車産業の等質化傾向が

どこまで進んだかを示す最も雄弁な証拠といってよいだ

ろう。ブラジルで生産されたシェベット（Chevette）を第

1号とするワールド・カーは，その後1979年のXヵ

一・シリーズ，81年の」カーと展開してゆくにつれて，

「いくつかの異なった国で生産されるが，同一の基本設

計と，できるだけ，多くの共通し互換できる部品を分ち

合い，しかも現地の消費者の需要と政府の要求に合致

する」24）というワールド・カー概念を具現するようにな

　　SKD（Semi　Knock　Down）は現地でボルト，ナット

　類で組み付け可能な程度に分解された状態で出荷する

　もの。

　　CKD（Complete　Knock　Down）は部品単位で完全分

　解された形態で検出され，現地で溶接・塗装・蟻装を

　行うもの。

　　日本自工会では，KD車輌を完成車に含めてカウン

　トしていたが，1979年1月よりFOBベースでCKD
　車輌構成部品の価楕が1台当りの構成部品価格の60
　％未満のものをKDセットとして統計上区別してい
　る（『自動車産業ハンドブック』1985年版，p．341）。

　23）　oメ）．o舐，　p．127．

　24）　GMPπδ1∫oIπ彦θ惚3’Rβρo〃．1979－80（ただし，

　山崎清『日米欧州自動車パワー』1981年，p．45の引

　用による）。ヴァニク委員会報告，二郎。飾伽α’∫o鰐

　1980によれば，「小型で，経済的で，あらゆる形の気

候および条件に適合しており，世界中の種々の地点で
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っていった。フォードのエスコートEscortとリンクス

Lynx，クライスラーのK：カー，エリーズAriesとリラ

イアントReli鋤tも同じようなワールド・カーであった。

　フォード自身は，GMよりかなり早く1972年以来ヨ．

一ロッパ地域内の統合生産体制を確立しており，GMが

Jカーを市揚に出す以前に新エスコート，エリカErika

をつくり出すことができた。だが，少なくとも当初は．ア

メリカとヨーロッパ間の部品交換は最少限に止められた

ようである。アメリカ国内生産車の95％は国内生産部

品で調達され，残りの5％の殆どが日本のマツダ（当時

東洋工業）の前輪駆動ギアー・ボックスによって占めら

れていた。ワールド・カーへの動きの上で，GMとフォ

ードは基本的には一致していたが，詳細な点で両者の間

にいくつかの相違がみられた。「フォードは西ヨーロッ

パにおけるその生産にかんする限り非常に統．合化されて

いたけれども，同社はGM程にはその全世界的生産の

統合化には着手しなかった。とくに，同社はその主要地

域を区劃割りし，発展途上諸国一恐らくはブラジルを

例外として　　をワールド・カー戦略から除外してい
た」25）。

　このようなワールド・カー構想は，日本製自動車との

競争という点では必ずしも所期の目的を達成したとはい

い難いが，標準化（standardization）をつうじて世界市揚

の等質化を促進し，多くの開発途上国の自動車産業の育

成・発展に寄与したのだった。

　3　開発途上国自動車産業の急発展

　第2次世界大戦後，開発途上国の経済はたえず重大な

困難に直面しており，一部の諸国はいわゆる「最貧国」

（LLDC）という特殊な範疇に一括される一命性的危機的

状況に落ち込んでいる。しかし，同時に，いくつかの開

発途上諸国はめざましい経済成長をとげ，新興工業国な

いし中進国（Newly　Industrializibg　Countries，　NICs）と

呼ばれるに至6たことも事実である。OECDによれば，

メキシコ，ブラジル，ユーゴスラビア，ポルトガル，

香港ギリシャ，シンガポール1スペインの10ヵ国が

このNICsに数えられるが，これら諸国の工業生産は

生産された部品で組立て可能なようなタイプの自動車

を示すのに，“ワールド・カー”という用語が用いら

れた。世界の主要自動車会社のうちの若干のものがワ

ールド・カーと名付けうる車種をすでに生産している

『フォードのフィエスタFiesta，　GMの“T－body，”

フォルクスワーゲンのラビット／ゴルフRabbit／Golf，

ホンダのシヴィック．Civicおよびワイアットのストラ
ーダStradaがそれらであう（oρ．　o露．，　pp．67－68）。

25）　01）．6舐，p。84．



358 経　　済　　研　　究

1963年には世界全体の5．4％に過ぎなかったのに，1977

年には9．28％に急上昇している。アメリカ，日本，ドイ

ツ，フランス，イギリス，イタリア，カナダなど先進工業

国7ヵ国の比率は同じ期間に74・63％から71・61％へと

低下していることを考えると，この間のNICs諸国の工

業生産の伸びがいかに目ざましかったか分るだろう26）。

　しかも，NICs諸国はその工業生産を増大させたばか

りでなく，より以上のスピードでその貿易をも増大させ

ていった。とくに重視すべきは，これら諸国の対先進工

業諸国むけ工業製品輸出の増大で，NICs　10ヵ国の

OECD諸国むけ工業製品輸出は，1963年にはOECD諸

国工業製品輸入総額の2．8％であ？たのが，1977年には

8．3％に増大している27）。こうしたNICs諸国を中心と

する開発途上諸国の経済発展と貿易増大のなかで小さか

らぬ役割を果したのが，これら諸国における自動車産業

の成長・発展であった。

　1950年の時点で乗用車を生産していた国の数は，第1

表が示しているように，生産台数僅か60台のスペイン

を含めても合計12ヵ国に過ぎなかったが，1975年には

24ヵ国に増えている。しかし，少なくとも1970年代な

かばまでは，事実上，アメリカ，日本，西ドイツ，イギリス，

フランス，イタリア，スウェーデン，スペインだけが・完

成品としての自動車輸出能力をもちつつ，世界自動車市

揚（といっても，当時はまだアメリカだけの大型車市揚，，

他の諸国の小型車市揚という二重構造だった）を形成し

ていた。他の諸国はそれぞれの国の政府の庇護のもとに

専ら国内市認むけ生産を行っているに過ぎなかった。

　それにもかかわらず，これら開発途上諸国の幼稚な自

動車産業も歳月をふるにしたがって徐々ながら成長をつ

づけていったことは，第6表からも明らかである。自動

車生産を行っている主要NICs　7ヵ国（スペイン，ブラ

ジル，アルゼンチン，メキシコ，インド，ユーゴスラビ

ア，韓国）の自動車生産台数は，1950年の3万7000台か

ら1970年には157万9000台に増えたあと，1980年には

364万台にも達した。これら7戸国の生産高が世界総生

産高（社会主義諸国を除く）に占める比率も，1950年の

0から60年の2．5％，70年の5・6％にふえたあと・1980

年には10．3％にも伸びている。

Vo1．37　No．4

第6表　中進工業国の自動車生産（1950～80年）

　　　　　　　　　　　　　　（単位＝1000台）

1950年1960年1970年1980年

スペイン

フフンノレ

アルゼンチン

メキシコ

イ　ン　ド

ユーゴスラビア

韓　　国

　合　　計

全世界自動車生産

中進工業国の比率（％）

社会主義圏を除く全世

　界自動車生産
中進工業国の比率（％）

22＊

15＊

　37寧

10，578

　　0

10185
　，

　　0

　58
　133

　89
　50
　51
　16

　397

16，377

　2．4

15661
　，

　25

　1536

　416

　220

　193

　63
　131

1，579

29，667

　5．3

28，294

　5。6

1182
　，

1165
　，

　282

　490

　114

　284

　123
3，640

38，495

　9．5

35，282

　10。3

26）　OECD，：r乃θ1祝μ6’〔ゾ’んθN8ω砂1π伽5〃∫α漉勿8

CO獺〃づ8SOπPγ0伽6’ゼ0πω川島γα4θ伽Mαπ吻0伽7βS，

Report　by　the　Secretary－Genera1，1979，　p．18（大和田

恵朗訳『OECDリポート：新興工業国の挑戦』東洋経

済新報社，1980年，p．105）。
27）　づわ∫4．，P．29（邦訳，　P・53）o

〔注〕　＊組立て。

〔出所〕UNCTC，7γαπ3π飢勿παZ　Ooγpoγαε‘oπ∫伽偽8」π‘θγηα．

　　　拓侃ωZ五伽。∫πd瓢5孟7雪，1982，Table　4　and　5．

　これらNICs諸国で生産された自動車は主として国内

需要むけであり，輸出に向けられるのは僅かであった。

しかも，この輸出も殆ど他の開発途上国むけであり，そ

の意味で世界自動車市揚に参加しているとはいい難かっ

た。たとえば，国連報告によれば，1978年，いわゆる

NICsのうち最大の自動車：生産国であるとともに最大の

輸出国でもあったブラジルの輸出は総額5億5160万ド

ルにのぼったが，その79％は他の開発途上諸国（主ξし

てラテン・アメリカとアフリカ）むけだったし，アルゼ

ンチンの場合も86．2％がラテン・アメリ『カむけ，インド

の場合も66．9％がアジア諸国むけだった28）。

　ライス・ジェンキンズは開発途上諸国の自動車産業の

発展を認めながらも，自動車産業の国際分業における開

発途上諸国の意義は，いぜんとして自動車製品輸出国と

してよりもむしろ同輸入国と．してのそれにあることを強

調してつぎのように述べている。「半工業化諸国は，い

ぜんとして自動車産業の国際分業に大きな影響を及ぼす

には至っていないように思われる。世界一生産高にしめ

るこれら諸国のシェアーの増大にもかかわらず，世界自

動車・同部品貿易におけるその重要性は限られ，ており，

主要工業化諸国市場むけ輸出国としてのその意義はとる

に足りない。近年における世界自動車産業の主要変化は，

先進資本主義諸国間で生じているし，半工業化諸国がこ

れに参加したとはいってもそれはとるに足らぬ程度でし

かない」29）。

28）　　02ウ．o露．，　P・35・

29）　Rhys　Jenkins，‘‘Internationalization　of　CapitaI

o

、
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第7表　主要自動車生産国の自動車企業（1980年）

．（単位：1000台）

国　　　内　　　生　　　産a） 在　　外　　生　　産

国　　　名 会
社
数

国内総

ｶ産高

自　　国

s　N　C

ﾌ生産高

その国内
告ｶ産高に占める

范ｦ（％）

外　　国

s　N　C

ﾌ生産高

国内総生
Y高に占める比率

@　（％）

自　国TNC

ﾌ在外
ｶ産高

在外生産
S体に占
ﾟる比率
@　（％）

国内生産お　よ　び

ﾝ外生
Y合計

同左合
vに占める比

ｦ（％）

国内生産
ﾉたいす
骰ﾝ外生
Yの比率
@　（％）

ア　メ　リ　カ

日　　　本
西　ド　イ　ツ

フ　ラ　ン　ス

イ　ギ　リ　ス

イ　タ　リ　ア

スウェーデン

ス　ペ　イ　ン

48，009．8　7，635ユ
7　　11，042．9　　　11，042．1

3　　　3，878r4　　　　2，589．1

2　　　3，378．4　　　　3，360．5

1　　　1，312．9　　　　　525．5

21，611．9　1，570．8

2　　　　298．4　　　　　298。4

1　　　1，181．7　　　　　297．6

95．3

100．0

66．8

99．5

40．．0

97．5

100．0

25．2

225．5

工，212．3

　17．8

774．1

839．1

2．8　　　4，519．7

31．3　　　　979．0

0．5　　　　795曾5

59．0　　　　　71．4

　　　219．4

　　　117．7
71．0

67．4

14．6

U．9

1．1

3．3

1．8

12，154。8　　　　35．7

11，042。1　　　　32．5

3，568◎1　　　　10．5

4，156．0　　　　12．2

　596．9　　　　　1．8

1790．2　　　　　5．3
　，

　416．1　　　　　L2

　297．6　　　　　0．9

59．2

37．8

23．7

13．6

14．0

39．4

以上合計・・1221・・・…1・・31・・1・8・1・・6・・1…1・・…1・…1・生・2・司・…1…

「注〕a）非TNCの生産分をも含む。　　b）各国別数字の合計と必ずしも一致しない。
〔出所〕UN　CTC，7γαπ8πα孟‘oπαZσ07porα‘ゼ。η∫伽痂θ1撹6γηα蜘παム4蛎。疏4粥‘γ穿，1982，　p．51．

　4　韓国自動車産業の発展と米・日・韓r三位一体」

　　　　　　　　　グループにおけるその役割

　だが，事態は急速な展開をとげっっある。ジェンキン

ズの指摘にもかかわらず，かれのいう半工業化国，いわ

ゆるNICs諸国のうち，自動車生産国として急速に台頭

したばかりか，とくに世界自動車輸出市場においてにわ

かに有力な輸出国としての地位をかちとる国がでてきた。

韓国がそれである。

　韓国の乗用車生産台数は1965年には僅かに166台に

過ぎず，商用車を含めても自動車生産台数合計は僅かに

2450台に過ぎなかったが，1979年には11万3564台（乗

用車のみ）と10万台の大台に乗せるまでに急成長をとげ

た。しかし，いわゆる第2次石油危機の影響を受けて韓

国経済がマイナス成長をとげた時，自動車産業も大打撃

を受け生産台数も10万台を大きく下回る程の後退を余

儀なくされた。しかし，1983年に12万1987台と再び

10万台の大台を回復したあと，84年には15万8503台，

さらに85年には26万4458台と飛躍的な発展をとげる

に至った30）。

　1975年におけるサウジアラビアむけトラック31台で

始まった韓国の自動車輸出も，1977年から乗用車輸出

（5075台）も加わり，急速な伸びをみせるに至った。1985

and　the　Semi－Industrialized　Countries＝The　Case　of

the　Motor　Industry，けRθ碗ωげRα4∫6α2　Po1∫’加1

E60ηo吻ゴ。∫，　voL　17（1／2）1985，　p．68．

30）　韓国自動車産業の発展史と現状および展望につ

いては，たとえば，笠井信幸「韓国自動車産業の発展

と課題」『世界経済評論』1986年7月号，を参照され
たい。

年の乗用車輸出は11万9210台にものぼり，86年に入っ

てからもその増勢は衰えていない。最近の新聞報道によ

ると，韓国の年間自動車生産台数は乗用車，商用車合わ

せて100万台の大台を上回り，対前年比66％増の113

万7000台に達するだろう。とくに重要なことは，韓国

自動車産業の急成長がたんなる生産増大また輸出増大に

止まらず，アメリカおよびカナダなど先進国市場むけ輸
　　　　　　　　　コ
幽の急増をてこに展開されつつあることである31）。韓国

製自動車はまずカナダ市揚に進出し，そこで日本車と比

肩しうるほどの市場を確保することに成功した。すなわ

ち，1985年，現代自動車の対カナダ輸出量は合計7万

9071台に達し，日本のホンダの6万2962台を抜き，カ

ナダの輸入車No．1の地位を獲得したし，1986年には前

輪駆動のポニー・エクセルExce1の対米輸出も始まって

いる。1986年1～7月のエクセル対米輸出高は7万台を

上回ったが，年間では12万台に達するものとみられて

いる。しかも，現代自動車はたんなる製品輸出にはとど

まらず，1985年末にはカナダのモントリオール郊外に年

産10万台規模の小型車組立て工揚の建設計画を発表す

るほか，1990年ないし91年にはアメリカ国内に生産工

31）　現代製ポニーの輸出の意義を高く評価して，一国

連報告はつぎのように述べていた。「この新しい車，

ポニーはいまはかなり高いローカル・コンテント（90

％）を有しているとみられており，多くの諸国，主と

して途上諸国に輸出されている。これは独立系の開発

途上国自動車企業が独立した（たとえ土着のそれでは

ないにしろ）モデルをひっさげて世界市揚に参入し，

しかも，既存の多国籍企業も直接対抗措置をとらざる

をえないほどの規模に急速に成長した最初の例であっ
た」（oρ．o∫≠．，p．135）。
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第2図米・日・韓・台自動車メーカ関連選

一持株関係　一一一一技術提携

G　　M 【 フォードI　　l クライ・ラコアメリカ

@　　　　　　　　5％

「
1
3

50％ 70％

　　1

Q4％；

　　　　1

Q。％　；

llNUMMIl　↑50％i 50％

豊34％

　
　
3
　
　
1
r

　
　
　
　
2
　
　
　
　
1
’

ホンダ1　　　　　富士重工

冝@本
　o
e

1いすず1
［7，ダll　　　　　8

1三菱1llト・タ←　　↓11％

ll

P14％

P
1

日産1

；
1
［
鈴
木
l
l
l
l
I
l

一嗣｝一一騨 @1 隔　一 ｝一一 �鼈鼈 刊
ll日野1

書

「一一一一一一一糟一
ﾜ 1 15％ 24％

1ll 1
、，　　　　1

1
’
　
置

　　1　　25％　　1

H
1現代［l　　　　　l　　　　　1L一一一一、；

ﾘ国［L東亜］ii　　　　　　　　　　l　。　　　　　　　　　　1　5　　　　　　　　　　1　　塵

隔

1大 宇1

自
’ 冒 w　　　　　　　　　　1　曇　42％

@　　　　　　　　　三　富

艨@湾 ツ

22％

f

協特六和1 i中剰　　　1三 陽1

@裕
Ψ

国瑞1 1 隆i

辱
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揚を建設する意向をも表明している。

　韓国自動車産業の急成長はひとり現代自動車にとどま

らない。フォードと技術提携し（近く10％の株式取得が

認められる見通しとなっている）マツダの資本を8％い

れてい．る起亜，GMの資本を50％いれ，日産とも技術

提携関係にある大宇，クライスラーと技術提携している

三星など，他の諸メーカーも日本，アメリカのメーカー

との資本・技術関係を媒介に急成長をとげっっある（第

2図参照）。このことは韓国製自動車が品質と価格の両

面において国際競争力を強化したことを反映していると

同時に，アメリカのビッグ・スリーと日本の自動車メー

カーがその国際的生産体制のなかに韓国メーカーを積極

的に組み入れる戦略を採用した結果でもある。カナダと

アメリカで日本車の強力な競争相手となっている現代自

動車にしても，もともと三菱自工が15％の出資を行っ

ており，技術面でも三菱自動車に大きく依存している。

急速な円高ドル安は日本自動車メーカーにますます在外

生産への移行を迫っているが，それは一方では在米現地

生産となって実現されていると同時に，韓国にたいする

部品のQutsourcing，ある場合には低価格車の生産の全

面的な移譲をすらともなっている。この点で最も徹底し

ているのがマツダ（同社自身フォードが24％出資してい

る）で，87年1月からマツダの開発した乗用車フェステ

ィバFestiva（1100　cc，1300　cc）の生産が起亜で始まるが，

その品質の安定をまって日本へ輸入・販売する予定とい

われる6マツダは日本国内でもすでにフェスティバを月

産2500台程度生産し，フォード商標で販売しているが，

起亜にたいしてはエンジンなど主要部品を年間10万台

の規模で提供することになっている（製品の大半はフォ

ードが引取りアメリカ国内で販売する予定である。

　自動車産業における多国籍企業化の第3段階は，日本

メーカーの一斉対米進出，在米現地生産体制の確立（1980

年代末には日系メーカー各社の在北米生産高は180～

200万台にのぼるだろう）によって完成されようとして

いるが，それは同時に，米日韓の三位一体的グループ

（GM＝いすず・鈴木＝大宇，フォード＝マツダ＝起亜，

クライスラー＝三菱＝現代）のほか日産・フォルクスワ

ーゲンの提携およびホンダ・Bしの提携など多面的な寡

占体間連合を生むに至った。それに加うるに，ラテン・

アメリカないしは東南アジア諸国の自動車産業が，これ

ら諸国際グループのための在外部品生産地として，それ

ぞれの国際生産体制内に組み込まれるに至った。

　かくすることによって，世界自動車産業はその拡がり

とともに厚味をも増し，言葉の真の意味における統一的

世界自動車市揚に殆ど接近したということができよう。

このような統一的世界自動車市場における寡占体間の国

際競争は今後ますます激烈の度を加えるに違いない。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　佐藤定幸

　　　　　　　　　　　　　　（一橋大学経済研究所）

　〔付記〕　本論文は，文部省科学研究費総合研究（A），

　　　　　「貿易摩擦と多国籍企業一問題認識の新し

　　　　　い視点を求めて」の研究成果の一部である。
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